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第８７号議案令和３年度大分県一般会計歳入歳出決算の認定について、第８８号議案

令和３年度大分県公債管理特別会計歳入歳出決算の認定について、第９３号議案令和３

年度大分県林業・木材産業改善資金特別会計歳入歳出決算の認定について、第９４号議

案令和３年度大分県沿岸漁業改善資金特別会計歳入歳出決算の認定について及び第９５

号議案令和３年度大分県県営林事業特別会計歳入歳出決算の認定について審査を行った｡ 

 

９ その他必要な事項 

   な し 
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議事課委員会班  主査     飛鷹真典 
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決算特別委員会次第  

 
日時：令和４年１０月１２日（水）１０：００～ 
場所：本会議場                

 

 

１ 開 会 

 

 

２ 部局別決算審査 

  （１）総務部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

  〔休   憩〕 

 

  （２）農林水産部 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

（３）労働委員会事務局 

      ①決算説明 

   ②質疑・応答 

   ③内部協議 

 

 

３ その他 

 

 

４ 閉 会 
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別 紙 

会議の概要及び結果 

河野委員長 ただいまから、本日の委員会を開

きます。 
 この際、付託された議案を一括議題とし、こ

れより審査に入ります。 
 本日は総務部、農林水産部及び労働委員会事

務局の部局別審査を行います。 
 これより、総務部関係の審査に入ります。 
 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔明瞭にお願いします。 
 それでは、総務部長及び関係課、室、所長の

説明を求めます。 
若林総務部長 それでは、総務部関係について

まず、私から説明します。 
資料番号１０番の令和３年度一般会計及び特

別会計決算事業別説明書により説明します。タ

ブレットの４ページ、紙資料の１ページをお開

きください。 
 令和３年度一般会計及び特別会計歳出決算の

うち、総務部関係について説明します。 
 一般会計の歳出決算額は、表の一番下の歳出

合計欄の左から２列目支出済額にあるように１，

８１５億１，０７３万７，２２２円となってい

ます。 
 次のページを御覧ください。公債管理特別会

計の歳出決算額です。 
歳出合計欄の左から２列目支出済額にあるよ

うに１，３３０億８，７６７万１，５５３円で

す。決算内容の詳細については、後ほど担当所

属長から説明します。 
 次に、資料番号１４番の令和３年度決算特別

委員会審査報告書に対する措置状況報告書につ

いて説明します。タブレットの３ページ、紙資

料の１ページをお開き願います。 
 まず、（１）の財政運営の健全化についてで

す。財政運営にあたっては中長期的な視点に立

ち、持続可能な財政基盤を構築することを基本

として進めています。 
 これをより確実なものとするため、令和２年

３月に策定した大分県行財政改革推進計画にお

いて、財政調整用基金残高の３３０億円確保と

臨時財政対策債等を除いた実質的な県債残高の

６，５００億円以下の水準維持を目標とし、健

全財政の堅持に取り組んでいます。 
 令和３年度は国の臨時交付金等を効果的に活

用し、新型コロナウイルス感染拡大防止の徹底

と社会経済再活性化等に取り組んだ結果、年度

末の財政調整用基金残高は前年度末を２１億円

上回る３２０億円を確保することができました。

これにより、大分県行財政改革推進計画の目標

を２年前倒しし、令和４年度末までに目標の３

３０億円を達成できる見通しが立ちました。 
 県債残高については臨時財政対策債の発行に

加え、防災、減災、国土強靱化５か年加速化対

策事業を積極的に受け入れたこと等により、総

額では１兆７３５億円と増加しましたが、交付

税措置率の低い県債の発行抑制等に取り組んだ

結果、臨時財政対策債等を除く実質的な残高は

６，１８１億円と目標の６，５００億円以下を

維持することができました。 
 一方、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る社会経済の再活性化や原油価格、物価高騰へ

の緊急対策などの喫緊の取組に加え、今後は高

齢化の進展による社会保障関連費の伸びや、防

災、減災、国土強靭化の推進等による公債費の

増嵩などによる財政需要の増加が見込まれます。 
 こうしたことから、社会情勢の変化に機動的

に対応できるよう、常在行革の精神により事務

事業の見直しやスクラップ・アンド・ビルドに

絶え間なく取り組むとともに、先端技術も積極

的に活用しながら、持続可能な行財政基盤の構

築を進め、一層の行財政運営の効率化と健全化

に努めていきます。 
 次のページを御覧ください。左側にある（２）

の収入未済の解消についてです。 
 県税の収入未済額については、より一層の徴

収強化に努めたことや、新型コロナウイルス感

染症の影響により減収となった事業者等に適用

した徴収猶予の特例の納付が進んだことに加え
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て、滞納処分の執行停止案件の不納欠損処理な

どにより、前年度に比べ５億５，６５５万５千

円減少しました。 
 収入未済額の大半を占める個人県民税につい

ては、県徴収職員の派遣を通じた徴収技術の向

上や滞納整理における進行管理の強化など、市

町村と連携して取り組んでいます。今後も、徴

収技術向上のための研修会を通じて人材育成を

図るとともに、県徴収職員の市町村への派遣、

キャッシュレス決済の推進などにより、さらな

る収入未済額の圧縮に取り組んでいきます。 
 なお、令和３年度の税外未収金は前年度に比

べ３，０１０万円余り減少しています。税外未

収金の縮減に向け、未収金の関係課へのヒアリ

ングを通じた債権管理マニュアルに基づく取組

の徹底や実務研修の実施など、債権管理担当職

員の資質向上を図っています。 
 引き続き、外部委託の手法も活用するととも

に、債務者や連帯保証人の行方不明や破産等に

より、回収不能が明らかになった事案について

は、権利放棄の手続による不納欠損処理を行う

など、取り得る手法の検討を行いながら、適正

な債権管理を徹底し、税外未収金の縮減に取り

組んでいきます。 
 タブレットの１３ページ、紙資料は１１ペー

ジにお進みください。 
 右側にある（３）の個別事項について、①の

主要な施策の成果（事務事業評価）についてを

御覧ください。主要な施策の成果では、これま

でも、災害や感染症といった各事業に大きな影

響を与える社会情勢等への対応や事業執行上の

工夫について、必要に応じて記載しています。 
 これまでの御指摘を踏まえ、今年度の評価調

書では事業内容を具体的に詳しく記載できるよ

う様式の見直しを行うとともに、社会情勢等が

事業に及ぼした影響や、それに対応した事業執

行上の工夫、また今後の事業の在り方等につい

ても、これまでより詳しく記載するよう周知を

図り、担当所属の作成段階においても指導を行

ってきました。 
 引き続き事業の有効性、効率性等を客観的か

つ適切に評価、点検し、それぞれの事業の成果

を次年度以降の施策展開にいかすことができる

よう努めていきます。 
 次のページを御覧ください。左側の②指定管

理施設の検証についてです。 
 指定管理施設については、県民サービスの向

上や管理運営の効率化等の観点から毎年度施設

所管課が評価を行い、外部有識者で構成される

行財政改革推進委員会に報告し、意見を聴取し

た上で、その結果を管理運営の改善に役立てて

います。 
 これに加えて令和２年度からは、変化する県

民ニーズを的確に把握し、時代に合わせた施設

運営を中長期的に実現していくため、行財政改

革推進委員会にも意見を聴きながら、施設ごと

に今後１０年を見据えた将来ビジョンを策定し

ています。今年度１６施設を予定しており、こ

れをもって全２６施設の策定が完了する見込み

となっています。今後は毎年度目標達成状況の

進捗管理を行うとともに、必要に応じて、その

内容を見直すこととしています。 
 今年度からは、指定管理期間が終了する施設

の次期公募条件に将来ビジョンで定めた目標指

標等を反映させており、今後も引き続き、中長

期的な視点に立った指定管理者制度の効果的な

活用を図っていくとともに、議会への適時適切

な情報提供や説明に努めていきます。 
 次に、資料番号１１番、大分県長期総合計画

の実施状況について主要な施策の成果（事務事

業評価）を説明します。タブレットの３７４ペ

ージ、紙資料は３７２ページを御覧ください。 
 まず、１番の県有財産総合経営推進事業です。 
この事業は、未利用財産の売却や貸付けなど利

活用に取り組むことで、歳入の確保を図り、安

心・活力・発展プラン２０１５を財政経営面か

ら下支えするものです。 
 主な事業内容は、県有財産の利活用を推進す

るため、売却に向けた測量などの条件整備を実

施するとともに、売却や貸付けの広報を行って

います。また、市町村が地域活性化を目的に県

有財産を購入し、建物を改修して使用する際に

補助を行うことで、未利用地の利活用を促進し

ています。 
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 成果指標は、県有財産の売却等による収入額

で２億２，５００万円の目標に対し、実績は４

億７，６００万円となりました。 
 事業の成果と今後の方針ですが、売却に向け

た条件整備の早期実施などにより、県有財産売

却等推進計画に基づく歳入確保目標額を達成す

ることができました。今後は売却困難物件や小

型物件の売却に向け、利活用策の先進事例の調

査研究を行うとともに、宅地建物取引業団体へ

の媒介依頼や関係団体へのチラシ配布など多様

な広報を実施し、未利用財産の利活用を推進し

ていきます。 
 次のページを御覧ください。４番の行政手続

電子化推進事業です。 
 この事業は、時間や場所を問わずに簡単に行

政手続ができるようにするため、必要となる電

子申請システムの導入を行うための事業です。 
 令和６年度末までの行政手続の１００％電子

化に向けて、スマホでの視認性や操作性に優れ

た電子申請システムとＷｅｂ上で空き時間を確

認できる施設予約システムを導入し、行政手続

の電子化に着手しました。 
 成果指標ですが、県・事業者の行政手続に係

る作業時間の削減率としており４. ０％の目標

に対し、実績は４．０％でした。 
 事業の成果と今後の方針ですが、電子化を予

定している３，４８７手続のうち、令和３年度

までに４５４の手続を電子化しました。行政手

続の電子化にあわせて一連の業務手順の見直し

を行い、行政の効率化を推進するとともに、県

民向けヘルプデスクの設置や電子申請の利用案

内、周知の徹底により、県民の利便性向上を図

ります。 
 引き続いて５番の政策県庁を担う人材育成推

進事業を御覧ください。 
 この事業は、政策県庁を担う人材を育成する

ため、自治人材育成センターにおける研修メニ

ューの充実や女性職員のキャリア形成などを支

援するものです。 
 主な事業内容は、①の地方創生を実現するた

めの人材育成で、これは地域が求める政策を県

職員と市町村職員が共に研究する地域政策スク

ールを実施したものです。また、②の女性職員

のキャリア形成支援では、女性職員活躍推進セ

ミナーの開催や育休職員に対し託児サービス付

きの研修受講機会の提供などを行っています。 
 成果指標は研修生の受講満足度としており、

９０．０％の目標に対し、実績は９０．４％と

なり目標を達成しています。 
 事業の成果と今後の方針ですが、研修生の受

講満足度やアンケートを踏まえた研修の見直し

などにより、効果的な研修を実施することがで

きました。今後も年々増加する若手職員や女性

職員の人材育成に向け、研修メニューの充実や

男女共にライフイベントを見据えた、早い段階

からのキャリア形成支援を進めるなど、事業内

容の充実を図り、政策県庁を担う人材の育成を

推進していきます。 
 次のページを御覧ください。７番の税務業務

アウトソーシング推進事業です。 
 この事業は、税務業務を効率化し、職員の専

門性の向上を図るため、補助的業務を中心に県

税事務所業務のアウトソーシングを実施するも

のです。 
 主な事業内容は、普通車及び軽自動車の申告

書受付等の業務や申告書等の発送業務及び法人

三税等の申告書入力業務における外部委託です。 
 成果指標は、法人三税未登録法人調査等回数

で５４５回の目標に対し、実績は６６７回でし

た。 
 事業の成果と今後の方針ですが、補助的業務

を外部委託することにより、未登録法人の捕捉

や不申告法人の実態調査等のより専門性の高い

業務に専念して取り組むことができました。引

き続き外部委託を進め、適正かつ公平な課税の

実現を図るための調査業務に重点的に取り組み、

専門性の高い税務職員の育成や税収確保に努め

ていきます。 
 その下８番のスマート自治体転換推進事業で

す。 
 この事業は人口減少、少子高齢化の進行等に

伴う構造的課題に確実に対応していくため、市

町村行政におけるＩＣＴ活用などのデジタル化

や公営企業の経営健全化を支援するものです。
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あわせて人材育成を目的として、市町村職員を

県庁内の各所属で受け入れ、実務等を通じて専

門性の向上等を図る研修を実施したものです。 
 主な事業内容は、①の市町村行財政のスマー

ト化支援として、水道広域化推進プランの策定

に向けた広域連携シミュレーションを実施しま

した。また、②の地方創生を担う職員の人材育

成ですが、市町村職員実務研修や地域づくり交

流塾等を実施しました。 
 成果指標として、ＡＩ・ＲＰＡ（ロボティッ

ク・プロセス・オートメーション）等の導入に

向けたＢＰＲ（ビジネスプロセス・リエンジニ

アリング）実施自治体数としており、１８団体

の目標に対し、実績は１８団体でした。 
 事業の成果と今後の方針ですが、自治体ＤＸ

の推進については、全ての市町村で定型的な業

務を自動化するＡＩ又はＲＰＡ等の導入に向け

た業務プロセスの見直しを実施し、事業目標を

達成しています。 
 公営企業の経営健全化支援については、令和

３年度に実施した水道事業の広域連携に関する

シミュレーションを基に、今年度、水道広域化

推進プランを策定していくこととしています。 
本事業は令和３年度で終了しますが、引き続き

自治体ＤＸの推進、公営企業の健全化支援、地

方創生を担う職員の人材育成に取り組んでいき

ます。 
 私からは最後となりますが、資料番号１６番

の令和３年度行政監査・包括外部監査の結果の

概要について説明します。御準備ください。 
タブレットの３ページ、紙資料は１ページを

御覧ください。 
 まず、行政監査結果についてです。令和３年

度は県が関与する任意団体の状況についてを監

査テーマとし、３に記載のとおり、その着眼点

から監査を実施していただきました。 
 ５の監査の結果については、おおむね適正と

認められるとの御意見をいただきましたが、改

善事項として１２項目、検討事項として１１項

目の御指摘を受けました。 
 これまでの行政監査の監査結果のうち、総務

部に関する主なものを説明します。次のページ

を御覧ください。 
 資料中ほどにある改善・検討事項の欄、上か

ら１番目、１（２）ア規約についての監査結果

等にあるように、規約において規定が必要であ

る基本的事項について、整備が不十分であった

任意団体に対し、規定を整備するよう指導する

こととの御指摘を受けています。 
 指摘を受けた機関については、任意団体に指

導を行い、規約の整備を行っています。 
 次に、包括外部監査の結果です。タブレット

の９ページ、紙資料は７ページを御覧ください。 
 令和３年度は、ＩＣＴ関連施策に関する事務

の執行及び事業の管理についてを監査テーマと

して、４にある着眼点から監査を実施していた

だきました。 
 ５の監査の結果ですが、改善等の指摘を受け

た項目が６６件でした。 
 次のページを御覧ください。 
 総務部は、下段にあるモバイルワーク推進事

業について３点の指摘をいただきました。 
 指摘１－１について、平常時に使用頻度が比

較的低いタブレット端末の有効活用を検討する

よう指摘があり、防災業務で確保していたタブ

レット端末を通常業務での貸出しを行うことで、

有効活用が見込まれるよう見直しを行っていま

す。 
 私からの説明は以上です。引き続き、各所属

長から説明します。 
藤川行政企画課長 私から、総務部関係の歳入

決算額の予算に対する増減額や歳出の不用額な

ど、四つの項目について一括して説明します。 
 資料番号９番の決算附属調書を御覧ください。

タブレットでは６ページ、紙資料は１ページを

お開きください。 
 最初に、歳入決算額の予算に対する増減額に

ついて、主なものを説明します。 
 まず、増収となったものについてです。表の

左端の科目欄の一番上、県税のうち県民税個人

が１，５１０万５，７７９円、中ほどの事業税

法人が３，５１９万２，２０７円の増となって

いますが、いずれも徴収率が見込みを上回った

ことによるものです。 



- 5 - 

 次に、減収となったものについてです。タブ

レットの１４ページ、紙資料は９ページをお開

きください。 
 科目欄の一番下、委託金のうち総務費委託金

が７，０２８万９，１４２円の減で、そのうち

衆議院議員総選挙委託費が５，６０８万９，１

５０円の減となっていますが、これは衆議院議

員総選挙執行経費の市町村交付金等が見込みを

下回ったことなどによるものです。 
 続いてタブレットの２０ページ、紙資料は１

５ページをお開きください。 
 科目欄の県債のうち、一番下の農林水産業債

が３６億２，４００万円、次のページの上から

１番目、土木債が１２６億６，５００万円とそ

れぞれ減となっていますが、これは事業費の減

や事業を令和４年度に繰り越したため、令和３

年度に県債の発行を行わなかったことなどによ

るものです。 
 次に、タブレットの２３ページ、紙資料は１

７ページを御覧ください。不用額について主な

ものを説明します。 
 科目欄の中ほど総務管理費の財産管理費が２，

３７０万５，５２８円となっていますが、これ

は未利用財産の測量に係る委託料等が見込みを

下回ったことなどによるものです。また、１行

下の県庁舎別館及振興局費１，７２１万８，９

３７円については、振興局運営費の需用費等が

見込みを下回ったこと及び経費の節減によるも

のです。また、科目欄の下から６行目、徴税費

の賦課徴収費１，１５５万４０６円については、

需用費及び役務費が見込みを下回ったことによ

るものです。 
 次のページにお進みください。科目欄の一番

上、選挙費の衆議院議員総選挙費５，６０８万

９，１５０円については、衆議院議員総選挙執

行経費の市町村交付金等が見込みを下回ったこ

となどによるものです。 
 次に、タブレットの２８ページ、紙資料は２

２ページを御覧ください。 
科目欄の上から５行目、土木管理費の営繕費

１億１，９０８万７，８４１円については、県

有建築物保全事業費の工事請負費等が見込みを

下回ったことによるものです。 
 次に、タブレットの３２ページ、紙資料は２

５ページを御覧ください。収入未済額について

です。 
 左端の科目欄の一番上、県税が９億６，４２

１万７，６５８円となっています。主な税目に

ついては、科目欄の上から３行目、県民税個人

の６億４，４１６万７，０６１円や、その４行

下の事業税法人１億１，２９５万５，９１７円

で、主に税務調査による修正申告や更正処分に

伴うもので、課税の際、既に破産や資金繰りの

悪化などにより、納付が滞っているものです。 

また、科目欄の中ほどの不動産取得税９，９７

１万４４３円については、新型コロナウイルス

感染症の影響により、納付が困難となった納税

者に対し、徴収猶予を適用していることが主な

要因です。その３行下の自動車税５，０６９万

１，５５８円については、生活状況が厳しく納

付が困難な納税者がいることなどが主な要因で

す。 
 次に、タブレットの４２ページ、紙資料は３

３ページを御覧ください。不納欠損額について

です。 
 左端、科目欄の一番上にあるように県税が４

億７，０３０万３，４２３円となっています。

不納欠損額の主な税目は、タブレットの４５ペ

ージ、紙資料は３６ページにお進みください。

科目欄の上から３行目の産業廃棄物税が３億９

万９，４３３円と最も大きく、資料を少し戻っ

ていただき、タブレットの４３ページ、紙資料

の３４ページですが、科目欄の一番下、事業税

法人が８，９８９万７，４６３円となっていま

す。 
 不納欠損処分の主な理由としては、納税資力

がないことによる滞納処分の執行停止から３年

が経過したことによるものです。 
 続いて、行政企画課関係の歳出決算の状況に

ついて説明します。 
 資料番号１０番の令和３年度一般会計及び特

別会計決算事業別説明書のタブレットでは７ペ

ージ、紙資料は４ページをお願いします。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は２
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億８，６９９万２，５７６円となっています。

主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給与

費２億１，７７５万５，６６８円で、これは行

政企画課及び県有財産経営室職員３０人分の給

与費です。 
 また、上から３番目の外部監査費１，３７８

万６，８００円は、包括外部監査の実施に要し

た経費です。 
上城知事室長 知事室分について説明します。 
 御覧いただいている決算事業別説明書のタブ

レットの６ページ、紙資料の３ページをお開き

ください。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり１億６，５６２万３，５

８８円です。 
 主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費が１億４，０９９万１，６１５円となって

おり、これは知事、副知事及び知事室職員１３

人分の給与費です。その下、秘書事務費の決算

額は１，９８８万２２円となっており、これは

知事、副知事の用務及び秘書用務に係る旅費等

の経費です。 
渡辺県有財産経営室長 県有財産経営室分につ

いて説明します。 
  御覧いただいている決算事業別説明書のタブ

レットは８ページ、紙資料は５ページを御覧く

ださい。 
  第２款第１項第７目財産管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり４億１，７１３万３，７

２６円となっています。 
 主な内訳として、事業説明欄の一番上の県有

財産維持管理費３億２，０６８万５，７６３円

は、職員住宅や県営住宅などが所在する市町村

に対して固定資産税相当額を交付する県有財産

所在市町村交付金などに要した経費です。 
 続いてタブレットの９ページ、紙資料は６ペ

ージを御覧ください。 
第８目県庁舎別館及振興局費の決算額は、表

の右上にあるとおり１億１，９９６万５，７９

８円となっています。これは総合庁舎管理費に

おいて、清掃等各種保守管理委託料など、総合

庁舎の運営に要した経費です。 

 続いてタブレットの１３ページ、紙資料は１

０ページを御覧ください。 
 第８款第１項第４目営繕費の決算額は、表の

右上にあるとおり３１億６，５０２万６，３１

３円となっています。これは県有建築物保全事

業費であり、こちらは別資料で説明します。 
 資料番号１８番決算特別委員会資料のタブレ

ットでは２ページ、紙資料は１ページを御覧く

ださい。 
 本事業で保全工事を実施した主な箇所をお示

ししています。表２番の豊後大野総合庁舎の大

規模改修工事や、表７番の大分高等技術専門校

の外部改修工事など、県有建築物保全計画に基

づいた県有施設等の保全工事に要した経費です。 
小石電子自治体推進室長 電子自治体推進室分

について説明します。 
 資料番号１０番の決算事業別説明書にお戻り

いただき、タブレットの８ページ、紙資料は５

ページを御覧ください。 
 第２款第１項第６目会計管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり４１５万２，２３７円と

なっています。これはキャッシュレス対応推進

事業において、支払手段の多様化による県民の

利便性向上及び県の業務効率化のため、公金の

窓口収納に係るキャッシュレス対応の推進に要

した経費です。 
 次のページを御覧ください。第２項第１目企

画総務費の決算額は１億３，２１７万７，２７

４円で、主な内訳としては事業説明欄一番上の

給与費１億１，９５１万２，１８５円で、これ

は電子自治体推進室職員１８人分の給与費です。 
 次のページを御覧ください。第２目企画調査

費の決算額は、表の右上にあるとおり３億１，

３００万５，８１２円となっています。 
 主な内訳として、事業説明欄の上から６番目

のモバイルワーク推進事業費１億１，０２３万

２，７９２円は、行政サービスの向上を図るた

め職員用タブレット端末の賃貸借などに要した

経費です。 
 次のページを御覧ください。第４目電算管理

費の決算額は、表の右上にあるとおり９億３，

７５８万８，５２２円となっています。 
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 主な内訳として、事業説明欄の上から２番目、

情報セキュリティ対策高度化事業費３億５４２

万３，４５０円は、県及び市町村のセキュリテ

ィ対策強化に要した経費です。 
河野県政情報課長 県政情報課分について説明

します。 
 同じ決算事業別説明書のタブレットは１５ペ

ージ、紙資料は１２ページを御覧ください。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり１億７，８４７万４，１

９６円となっています。これは県政情報課、法

務室及び公文書館職員２６人分の給与費です。 
 次に、第４目文書費の決算額は１億４，６９

６万３，１３０円となっています。 
 主な内訳として、事業説明欄の一番上、文書

収発・浄書集中管理費７，２７８万８，１９４

円は、公文書の収受、発送、浄書に要した経費

です。 
井下人事課長 人事課分について説明します。 
 決算事業別説明書タブレットの１７ページ、

紙資料は１４ページをお開きください。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり５４億７，５５４万８，

９５１円となっています。 
 主なものは、事業説明欄の給与費の超過勤務

手当と退職手当となっており、どちらも知事部

局等の職員分を人事課で一括計上しています。 
その下、第２目人事管理費の決算額は２億４，

８４１万１，９９３円となっています。 
 主な内訳ですが、事業説明欄の一番上、人事

事務費１億８，３１９万６，６６５円は、人事

課非常勤職員の報酬や人事給与及び人事事務の

運営に要した経費です。 
 次のページを御覧ください。第３目職員厚生

費の決算額は１億３，６５８万６，４６４円と

なっています。 
 主な内訳ですが、事業説明欄の一番上、健康

管理事業費８，３７３万８，８４８円は、職員

の定期健康診断等に要した経費です。 
 次のページを御覧ください。第９目恩給及退

職年金費の決算額は５９１万９，１８３円とな

っています。これは、昭和３７年の共済制度発

足以前に退職した方やその遺族に対し、年金に

あたる恩給を支給したものです。 
 その下、第１０目諸費の決算額は２，０７９

万３，４７３円となっています。これは職員住

宅の維持管理等に要した経費です。 
髙木財政課長 財政課分について説明します。 
 資料は一枚めくってタブレットの２０ページ、

紙資料は１７ページを御覧ください。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり２億２，３０２万９，９

６７円となっています。 
 主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費１億９，４８３万８２３円であり、財政課

職員２６人分の給与費です。 
その下、第５目財政管理費の決算額は３，７

４７万６，５１６円となっています。 
 主な内訳としては、予算編成、財政実態調査

及び財政報告経費２，０４７万６，５１６円と

なっています。これは予算編成や各種財政調査

に要した経費で、予算編成システム及び新公会

計システムの管理等委託料などです。 
 次のページを御覧ください。第２項第２目企

画調査費の決算額は８６億７，１７１万３２１

円となっています。これは新型コロナウイルス

感染症への対応や社会経済の再活性化の財政需

要に備え、おおいた元気創出基金に積立てを行

ったものです。 
 続いて、第１２款第１項第１目元金です。決

算額７１６億８１万４，９１３円と、次のペー

ジの第２目利子の決算額５１億５，６８７万５

９５円については、県債の償還に必要な元金及

び利子を公債管理特別会計へ繰り出すほか、市

場公募債の満期一括償還に備え、減債基金へ積

み立てるものです。 
 その下の第３目公債諸費の決算額１億３，５

３０万６，０３２円ですが、これは市場公募債

などの発行時に金融機関等に支払う手数料など

です。 
 次のページを御覧ください。第１３款第１項

第１目積立金の決算額は９８億４，０９１万２，

０１３円となっています。これは財政課所管の

四つの基金に運用利息の積立てを行ったほか、
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令和２年度決算剰余金の一部を条例に基づき財

政調整基金及び減債基金に積み立てるとともに、

令和３年度最終専決補正予算で今後の県有施設

の計画的な保全等に備え、県有施設整備等基金

に積立てを行ったものなどです。 
 その下、第１４款第１項第１目予備費です。

予備費充当額は、事業説明欄の右端にあるとお

り３，９４４万４，２４４円です。個別の充当

額については各部事業課において本冊子に計上

しています。 
 次のページを御覧ください。公債管理特別会

計についてです。 
 この特別会計は、借換債の発行額が年々増加

をしていく中で、一般会計の実質的な予算規模

を把握するとともに、公債費の経理を明確化す

ることを目的として、設置されたものです。 
 この特別会計の令和３年度決算のうち財政課

分ですが、まず第１款第１項第１目元金は、決

算額１，２７８億８，８８１万４，９１３円で

その下、第２目利子の決算額は５１億５，６７

１万２，７２３円です。 
 元金の事業説明欄の上から２番目、元金（借

換債分）５５６億２，８００万円は、令和３年

度に借換えを行ったもので、そのほかは、一般

会計からの繰入金でしたり、減債基金繰入金を

財源として県債の元金償還と利子の支払を行っ

たものです。 
 一番下、第３目公債諸費の決算額４，２１４

万３，９１７円は、借換債の証券発行に係る手

数料や償還時の支払手数料などです。 
山口税務課長 税務課分について説明します。 
 決算事業別説明書のタブレットは２５ページ、

紙資料は２２ページを御覧ください。 
 第２款第３項第１目税務総務費の決算額は、

表の右上にあるとおり１２億９，１４１万２，

７９４円となっています。これは県税の賦課徴

収に従事している税務職員１８８人分の給与費

が主なものです。 
 その下、第２目賦課徴収費の決算額は３２億

９，６２２万４，５９４円となっています。主

な内訳としては、事業説明欄の一番上、県税事

務運営費９億９，９２０万６，３１８円となっ

ていますが、法人二税等の還付金である償還金

利子及び割引料が主なものです。 
 その下、県税徴収事務費２０億６，６４３万

６，００７円となっていますが、個人県民税を

徴収した市町村に対し、地方税法に基づき交付

する県民税徴収取扱費が主なものです。 
 次に、タブレットの２７ページ、紙資料は２

４ページを御覧ください。 
 第１３款第２項第１目地方消費税清算金の決

算額は３５３億５，９０９万９，８５６円とな

っています。これは本県に納入された地方消費

税を、配分割合に応じて他の都道府県へ支出す

るものです。 
 次に、タブレットの３０ページ、紙資料は２

７ページを御覧ください。 
 第７項第１目地方消費税交付金の決算額は２

７３億９３５万５千円となっています。これは

清算後の地方消費税相当額の２分の 1 を、県内

の市町村に対し市町村の人口及び従業者数で按

分して交付するものです。 
 なお、それぞれの交付金の市町村別の交付状

況については、タブレットの３２ページから３

７ページ、紙資料では２９ページから３４ペー

ジに記載しています。 
曽根田市町村振興課長 市町村振興課分につい

て説明します。 
 同じ決算事業別説明書のタブレットの３８ペ

ージ、紙資料は３５ページをお開きください。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり３，６７４万６，１９０

円となっています。これは市町村振興課職員２

６人のうち５人分の給与費です。 
 その下、第８目県庁舎別館及振興局費の決算

額は１１億７，９８５万２，６９２円となって

います。内訳としては、事業説明欄の一番上、

給与費１１億２７８万４，３４４円は振興局職

員１４９人分の給与費です。 
 その下、振興局運営費７，７０６万８，３４

８円は振興局の運営に要した経費です。 
 次のページを御覧ください。第２項第２目企

画調査費の決算額は７６万８，７２５円となっ

ています。 
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 これは過疎地域の持続的発展の支援に関する

特別措置法に基づく、過疎地域の振興対策の推

進に要した経費です。その下、第４項第１目市

町村連絡調整費の決算額は２億８，８１２万１，

５５９円となっています。 
 主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費１億４，１６５万２，１７９円は市町村振

興課職員１９人分の給与費です。上から２番目、

市町村行政基盤拡充事業費６，５２０万８千円

は、市町村における権限移譲事務の執行に要し

た経費です。 
 次のページを御覧ください。中ほどの第２目

自治振興費の決算額は４億７，２３０万２，３

９０円となっています。これは公益財団法人大

分県市町村振興協会に対する全国自治宝くじの

収益金交付などに係る経費です。 
 次のページを御覧ください。第５項第１目選

挙管理委員会費の決算額は１，７７９万１，５

０７円となっています。これは市町村振興課職

員２人分の給与費と選挙管理委員４人分の報酬

など委員会の運営に係る経費です。 
その下、第２目選挙啓発費の決算額は６５９

万４，６５０円となっています。これは常時啓

発である、明るい選挙推進事業費や令和３年１

０月に執行された衆議院議員総選挙の臨時啓発

に要した経費です。 
 次のページを御覧ください。第３目地方選挙

費の決算額は１，９６８万１，１２９円となっ

ています。これは令和３年５月に執行された大

分県議会議員竹田市選挙区補欠選挙の執行管理

に要した経費です。 
その下、第４目衆議院議員総選挙費の決算額

は６億４，２３９万６，８５０円となっていま

す。これは、令和３年１０月に執行された衆議

院議員総選挙の執行管理に要した経費です。 
 その下、第５目裁判官国民審査費の決算額は

５２８万２，０３７円となっています。これは

令和３年１０月に執行された最高裁判所裁判官

国民審査の執行管理に要した経費です。 
前田総務事務センター所長 総務事務センター

分について説明します。 
 決算事業別説明書のタブレットの４３ページ、

紙資料は４０ページをお開きください。 
 第２款第１項第１目一般管理費の決算額は、

表の右上にあるとおり３億６，５０９万９，３

３０円となっています。 
 主な内訳としては、事業説明欄の一番上、給

与費６，９３３万５９８円については、当該セ

ンター所属職員９人分の給与費です。その二つ

下、職員管理費２億４，１２１万５千円につい

ては、対象となる児童を養育する知事部局及び

各種委員会の職員に対し、当該センターで支給

した児童手当です。 
河野委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 事前通告が３名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
堤委員 まず１点目、県税の歳入決算を見ると

不納欠損額及び収入未済額が多額です。コロナ

による景気後退など、いろんな影響が大きいこ

とが考えられますが、県としてどのようにその

問題を考えているか。また、決算概要書の４ペ

ージの過誤納金約６１０万円。昨日の会計管理

局で県税の過誤納金でいろいろあると言ってい

ましたが、その中身を少し教えてください。 
 二つ目は、監査委員の審査意見書８０ページ

にある普通会計合計の県債残高約１兆７３５億

円についてです。県は臨時財政対策債などを除

けばとよく言いますが、やはり県債そのものは

返済をしていかなきゃならない。コロナや災害

復旧などやむを得ない場合等あるが、今後やは

り公債費の抑制等を図るためにはこの縮減が必

要だと思う。どのように考えているのか。 
 ３点目は事業別説明書の８、９ページ、情報

セキュリティ対策高度化事業と市町村行財政連

絡調整費についてです。一つはマイナンバーカ

ードで、現在の大分県での取得率はどうなのか。 
あと、セキュリティ対策でインシデント件数は

ゼロと報告されているが、外部からの攻撃はま

すます高度化していきます。高度化対策と同時

に人為的ミスをなくすための研修を二重、三重
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にチェックする意味で必要だと思うが、その具

体的な対策はどうされているのか。 
 四つ目は、主要な施策の成果の３７３ページ

にある県職員の働き方改革推進事業です。昨年

の委員会の中で、テレワークでの自宅の通信費、

光熱費等の費用負担については、今後検討する

とされていたが、それが今どうなっているのか。 
 最後に、県税の徴収事務についてです。滞納

とならないためには、納税緩和措置である徴収

の猶予、換価の猶予、職権及び申請型滞納処分

の停止等あるが、それぞれの件数について、昨

年度はどれぐらいだったのか。積極的に周知す

ることが大切ですが、納税相談など納税者と接

触するときの対応はどうなのか。 
山口税務課長 私からは、不納欠損額、収入未

済額が多額である原因、決算概要書４ページの

過誤納金の内容と、納税緩和措置の適用件数と

納税相談時の対応、以上３点についてお答えし

ます。 
 １点目の不納欠損、収入未済についてです。 
 まず不納欠損について、令和３年度の県税不

納欠損額は総額で約４億７千万円となっており、

前年度から大きく増加しています。これは滞納

処分の執行停止が３年間継続したため、地方税

法の規定により納税義務が消滅した大口の滞納

事案について、不納欠損処分を行ったことによ

るものです。この滞納事案は、特定の事業者の

特殊な事情により発生した案件です。 
 次の収入未済ですが、令和３年度県税収入未

済額約９億６千万円のうち、約３分の２にあた

る６億４千万円は個人県民税の収入未済です。

多くの個人が負担する個人県民税は、企業自ら

税額を計算し、申告納付する法人県民税、事業

税などとは異なり、滞納が多くなる傾向はあり

ますが、市町村と連携した取組により、その収

入未済額は毎年度着実に減少しています。他の

税目についても、収入未済の圧縮に努めており、

令和３年度の県税収入未済額はピーク時、平成

２１年度の４１億１千万円に比べ４分の１未満

まで減少しています。 
 ただ、こうした収入未済や不納欠損につなが

る県税の滞納に至る原因については、景気変動

要因にとどまらず、納税義務者となる事業者、

個人の置かれた状況、個別具体の事情によって

様々なので、一概には言えないものと考えてい

ます。 
 次に、過誤納金の内容についてです。これは

所得税の還付申告などに伴う個人県民税の還付

金です。支払が済んでいないので過誤納金とし

て計上しています。過誤納金となるのは、個人

県民税の課税徴収事務を行う市町村からの計数

の報告や収納金の払込みが翌月にずれ込むため、

県税の決算計数は年度途中の４月末現在の計数

となっていることからです。つまり調定を減額

して還付の処理はしたけれども、実際の支払が

月をまたいだ５月になっているものがあるとい

うことです。実務上必然的に生じるもので、県

の事務処理に問題があるわけではありません。 
 最後に納税緩和措置の適用件数です。納税緩

和措置の令和３年度の適用件数は、徴収猶予が

４９２件、職権による換価の猶予と申請による

換価の猶予がそれぞれ２９件ずつで計５８件、

それから、滞納処分の執行停止が５３６件とな

っています。 
 その周知については、県ホームページへの掲

載や県税事務所窓口に設置をしたリーフレット

の活用のほか、県政ラジオ、テレビ番組、新聞

広告、県広報紙による広報、納税通知書に同封

するチラシへの掲載など、いろんな媒体を使っ

て取り組んでいます。 
 現場の職員に対しては、対応が良くないこと

で県民の信頼を損なうことがないよう、知識面

だけではなく、税務職員としての心構えや相手

の話をよく聞く、誠実に対応するといった納税

義務者との接し方についても指導しています。

納税相談にあたっては、相手の視点に立って、

申出の内容を丁寧に聞き取って、個々の生活や

事業の実態、資産収入状況の把握に努めて、猶

予などの要件に該当するかを適切に判断してい

ると考えています。今後とも納税義務者の個別

具体的な実情を十分把握した上で、納税緩和措

置の適正な執行に努めていきたいと考えていま

す。 
髙木財政課長 私からは、今後の公債費の抑制
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対策についてお答えします。 
 令和３年度末の県債残高については１兆７３

５億円と、前年度と比較して１７９億円増加し

ています。これはコロナ禍の影響による税収の

減が見込まれたことから、臨時財政対策債が大

幅に増加していることや、国の防災・減災国土

強靱化のための５か年加速化対策などを積極的

に受け入れたことによるものです。 
 その一方、臨時財政対策債等を除いた実質的

な残高については６，１８１億円と、大分県行

財政改革推進計画の目標である６，５００億円

以下を維持することができています。 
 そうした中、将来の公債費についてはしっか

りと抑制していくことも必要だと思っています。

これはまず発行額を抑えることが大切であるこ

とから、これまでも交付税措置のない県債の発

行抑制に努めており、令和３年度については、

退職手当債２０億円などを含む総額で８３億円

の発行抑制をしています。また、公債費抑制の

ためには利子を抑えることも必要なので、有利

な条件で借入れを行うことができる複数の金融

機関からの引き合い方式――これは入札になり

ますが、そういうものを活用しながら低利の借

入れを行っています。引き続きこうした対策に

積極的に取り組んで、将来の公債費抑制に努め

ていきます。 
小石電子自治体推進室長 私から、マイナンバ

ーカードの大分県での取得率とセキュリティ対

策についてお答えします。 
 まず、大分県でのマイナンバーカード取得率

については、９月末時点で４９．０５％となっ

ています。 
 次に、セキュリティ対策については、庁内の

ネットワークは国のガイドラインに沿って、イ

ンターネットに接続するネットワークと行政ネ

ットワーク、それから、マイナンバーを利用す

るネットワークの三つのネットワークをそれぞ

れ障壁によって分断する三層分離の対策を行っ

ています。加えて、外部からのデータはセキュ

リティクラウドを通じて無害化処理するなど、

何重もの防御の仕組みを構築しています。 
 また、複数のコンピューターから大量の負荷

をかけてくる攻撃――ＤＤｏｓ（ディードス）

攻撃と言いますが、そういった高度化する攻撃

への対策については、今年度セキュリティクラ

ウドを更新して、新たに防御機能を追加するな

どの対策を行っています。 
 さらに、毎年全ての職員に情報セキュリティ

研修の受講を義務付けており、セキュリティの

高度化と人的ミスの削減に取り組んでいます。 
井下人事課長 私から在宅勤務の費用負担につ

いて説明します。 
 職員は通信機能を登載した在宅勤務専用端末

を使って在宅勤務を行っています。この端末は

ｅ－オフィスシステムの庁内連絡、あるいはＥ

メール、Ｚｏｏｍ等も利用できます。職員は通

信費を負担することなく実施できています。 
 ただし、光熱費については自己負担となって

いますが、国では通信費、光熱費ともに自己負

担となっています。 
 本年の人事院勧告の中で、在宅勤務に係る手

当について報告が行われています。これによる

と、全国の民間企業のうち２８．２％が在宅勤

務に係る手当を支給しており、１３．９％が新

たに手当の支給を検討していること、手当を支

給している企業の多くで通勤手当の見直しを行

っていることが、調査結果で明らかになってい

ます。 
 このため、今後在宅勤務の実施に係る光熱費

等について、国家公務員の負担軽減等の観点か

ら、在宅勤務を行う場合に支給する新たな手当

については具体的な枠組みの検討を進めていく

こと、検討にあたっては、通勤手当の取扱いを

含め、措置内容をまとめていくとされています。 
 翻って、県職員は地方自治法に定められてい

る手当以外の支給が認められていません。在宅

勤務に係る手当の支給にあたっては、法改正を

含めた検討が必要になってくるものと承知して

います。 
 大分県人事委員会の今年の報告においても、

在宅勤務関連手当の具体的な枠組みについては、

国、それから、他の都道府県の動向等に留意し

ながら対応していく必要があるとされています。

引き続き国の動向等を注視していきます。 
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堤委員 まず、山口税務課長に県税の滞納の問

題について。景気の動向、あと各個別の事情が

あるとのことですが、実際に県民税、個人の場

合の滞納額は大変な経営の厳しさや資金力の不

足など、いろいろ問題があるから結局滞納する

わけですね。滞納したくてする人は誰もいない

わけだから。私はそういう観点に立って、一番

最後の徴収の猶予だとか納税の緩和制度を積極

的に活用していただきたい。そうすれば滞納額

にならないわけですからね、そういう点ではね。 
 だから、それはぜひやっていただきたいとい

うことと、これは徴収の猶予とか換価の猶予、

さっき数字を言いましたが、これは増えてきて

いるのかな、大体この近年の状況では。そこら

辺の差異をちょっと教えてください。 
 あとマイナンバーカードは大体国と同じぐら

いの進捗率で、大体５割未満ぐらいだったよね。

いろんなポイントを付けたけど、なかなか進ま

ないのが実態だよね。マイナンバー制度につい

て信頼がないわけです。そういうところについ

て、県としてはどう認識されているのかと非常

に思うわけです。ただやりなさい、やりなさい

だけではだめですよね。 
 おまけに来年か再来年の秋には、マイナンバ

ーカードと健康保険証を一本化するわけでしょ

う。これしか使わせないと、ちょっとひどいや

り方を考えているわけですが、こういう強制を

伴うやり方はおかしいと思うけどね。そこら辺

はどうでしょうかね。最後にそれを伺います。 
山口税務課長 まず、納税緩和措置の適用に関

してですが、当然堤委員が言われることもきち

んと見ながらやっていきたいと思いますが、一

方で納期内に納めている方との公平性の観点も

あるので、そこはきちんと公平性を欠くことが

ないように、安易な適用によって納税意識が希

薄にならないようにと。要件は決まっているの

で、そこは十分調査をした上でやっていきたい

と考えています。 
 件数ですが、大体例年と一緒ぐらいですが、

換価の猶予の関係は確実に増えてきています。

やはり周知の影響が大きいのかなと、徐々に増

えてきています。 

 徴収の猶予は、去年特例で特例猶予の措置が

あったので、その分がかなり落ち込んでいるた

め、数字としては減っていますが、例年どおり

の数字になっています。引き続き相手の立場に

立って、ただそうは言ってもできないものはで

きませんから、きちんと要件を確認した上で、

適正な執行に努めていきたいと考えています。 
小石電子自治体推進室長 マイナンバーカード

の安全性について説明します。 
 まず、 カードはＩＣチップが入っています

が、その中には税とか年金などの重要な情報は

入っていません。プライバシー性の高い情報は

入っていないので、カードからそれらが流出す

ることはありません。 
 セキュリティ対策として、仮に紛失、盗難の

場合には、２４時間３６５日でカードの機能を

停止するコールセンターがあるので、そこに電

話をかけていただければすぐに止めることがで

きます。 
 それから、アプリごとに暗証番号が設定され

ているので、一定回数間違うと機能がロックさ

れる仕組みとなっています。また、カードを拾

った人が不正に情報をＩＣチップから盗み出そ

うとすると、チップが壊れる仕組みにもなって

いるので、万全のセキュリティーが確保されて

いると思っています。 
堤委員 最後言うまいと思ったけど、山口課長、

公平性の問題とか、 そういう問題ではないの

よ。実際困っている人がいるわけだから、公平

性の観点とか、さらにはモラルハザードとか、

そういう考え方であったら、なかなかこれは進

まないよ。積極的に窓口としても進めようとな

らないから、そういう考え方はぜひ改めてほし

いと思う。 
 それとマイナンバーは、マイナンバー制度そ

のものの危惧なんです。カードではなく、マイ

ナンバー制度で連携されることによっていろん

な情報が流出する、つまり一括管理をされるの

ではないかという危惧があるわけだな。そうい

う問題をみんな心配しているから進まないわけ

で、その点は注意しておきたいと思います。 
木田委員 主要な施策の成果３７２ページと次
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の３７３ページですが、行政手続電子化加速事

業と行政手続電子化推進事業ですね、この二つ

の事業についてお尋ねします。 
 まず、電子申請利用促進キャンペーンについ

て、今回のキャンペーンの具体的な内容、仕組

みとかいったもの、あわせて成果について御教

示ください。 
 記載には児童手当現況届の電子申請数が約４

０倍になったと表記があり１，０９０万円の予

算を投じたことの投資対効果をどう捉えている

のか、この関連についてお示しください。 
 もう一つは、今後の行政手続の電子化につい

てです。専門人材等による電子申請用入力フォ

ーム作成等の推進とあるが、具体的な手法をお

示しください。 
 そして、令和６年度末までに１００％電子化

とあるが、目標の到達に向けた課題等はないの

でしょうか。また、デジタルデバイドの対策に

ついてどう考えているのか、御教示ください。 
小石電子自治体推進室長 電子申請利用促進キ

ャンペーンについてお答えします。 
 今後行政手続の電子化を進める上で、まず一

人でも多くの方に電子申請を使っていただくこ

とが重要と考えています。 
 今回の事業では、電子申請の心理的ハードル

を下げ、そのメリットを体感してもらうことで

継続的な電子申請の利用につなげるため、申請

者にインセンティブを付与しています。キャン

ペーンの内容としては、令和３年６月から令和

４年３月までの間に県又は市町村の行政手続に

ついて、電子申請を行った方を対象に抽選で１，

７００人にデジタル商品券を進呈しました。 
 成果としては４，２７５人からの応募があり

ました。利用者からの声としては、やってみた

ら意外と簡単だった、次回も電子申請をしたい

といった意見が多く寄せられました。また、児

童手当現況届の例では、電子申請数が前年の約

４０倍に増加するなど、県民の電子申請につい

てのニーズが十分高いことも分かりました。 
 さらに、本事業では申請フォームの改善にも

いかされています。手続完了時期が分かりづら

いなどの意見に対しては、メールでの案内を充

実させるなど改善策を講じました。 
 次に、今後の行政手続の電子化についてお答

えします。 
 専門人材等による電子申請の入力フォーム作

成等については、ベンダー勤務経験のある会計

年度任用職員を配置しています。行政手続の所

管課の担当者とすり合わせをしながら、現状業

務の整理、業務フローの見直し検討、入力フォ

ーム作成を行い、所管課で案内用ホームページ

改修と利用者への周知を行っています。 
 目標の到達に向けた課題については、県民の

利便性向上や県の業務改善にしっかりとつなげ

ていくことだと認識しています。住民票の写し

などの添付書類については、マイナンバーカー

ドや情報連携で代替し、申請者の負担軽減を図

ります。また、公金収納を行う手続については

オンライン決済を導入し、オンラインで手続を

完結できるようにします。 
 さらに、電子化にあわせて県の中の台帳シス

テム等へのデータ連携や事務処理手続の見直し

を行い、業務効率化を進めていきます。 
 電子申請に不慣れな方への支援については、

ホームページの電子申請手順の案内を充実する

ほか、利用者からの問合せに対応する電話窓口

を今年５月に設置しました。さらに県民からの

改善意見を随時反映し、より使いやすいシステ

ムに改良していきます。 
木田委員 ありがとうございました。投資対効

果で、さきほど１，０９０万円の予算、決算と

上がっています。これをいくらで割って考える

のがいいのか、さきほど４，２７５人から応募

があったと。応募しない方もいるので、１人当

たりいくらの経費がかかっている、自分たちの

目標とするところは、１人いくらぐらいならお

おむね良しとする判断があるのか。非常に難し

い塩梅ですがそこを聞きたかったですね。１，

０９０万円を４，２７５人で割ったとき、１人

当たりいくらなので、おおむね県として予算を

投じた結果がよかったと考えるのかどうか。 
 もう一つは、手続の電子化混合についてです。

さきほど答弁であったとおり、デジタルで完結

できるようにするとのことですが、私もこれま
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で紙で県に申請する手続が何回かあり、以前も

紹介したことがあるので、事例は申し上げませ

ん。今年度から確かに入力フォームではなかっ

たですが、電子メールで申請できるようになっ

たんです。これは電子申請――デジタル化、電

子化の範疇に入っているのかどうか。電子メー

ルで送ってもらうことも電子として捉えている

のか。さきほどは入力フォームをつくっていく

とのことでしたが、私の場合は紙申請が電子メ

ールでできたということです。 
 そして手続の見直しとありました。私も電子

メールで申請しましたが、結局、許可証は紙で

郵送されてきました。そこは以前も指摘してい

ますが、規約なり規則なり、条例改正までいる

か分かりませんけど、デジタルはデジタルで行

き来が完結できるように規則等の見直しはされ

なかったのか、今後どう考えているのかです。 
 そして、デジタルデバイドの対策は、基本は

やはり高齢者が多いと思います。今ワクチン接

種もそういったことでお困りの方が多いと思い

ます。今市町村でスマホ教室が開かれています

が、福祉部門との連携は考えていないのか、お

願いします。 
小石電子自治体推進室長 １人当たりで割って

効果がいくらなのかと、まずその質問からお答

えしたいと思いますが、今回４，２７５人から

応募がありました。 
 それから、電子申請の効果として言われてい

るのが、例えば申請される方が窓口まで行く交

通費とか、その時間がかからなくなるとか、そ

ういった効果があり、１件当たりの申請者の効

果額からすると、いろんな前提条件を置いて３，

４００円ぐらいの効果があると見ています。今

回４，７２５人からの応募があったので、それ

からすると１，４００万円以上の効果があった

ものと思うので１，０９０万円を上回る効果が

あったと認識しています。 
 それから、電子メールも電子申請の範疇に入

るのかとのことですが、広い意味では電子メー

ルも入るかと思います。ただ、県民の皆さんに

利便性を分かっていただくためには、その電子

メールにこれまでどおりの紙申請書をＰＤＦに

して添付して送るよりも、電子申請フォームを

作成して、そのフォームに簡単に入力する中で

電子申請をする、そういった電子申請を進めて

いきたいと思っています。 
 それから、許可証が紙で送られてきたとの話

です。もちろん将来的には許可証とか証明書の

類いも電子的に送られることを目指しています

が、現状としてそれに対応する技術と言うか、

システムがまだ一般化されたものがないので、

その状況を見ながら、もしそういうものが普及

してくる見込みがあるならば、もちろんいろん

な条例、規則の改正も必要になると思いますが、

そういった規則の見直しも行いながら電子化に

対応していきたいと思っています。 
 それから、デジタルデバイドについての御質

問です。もちろん福祉部門との連携は重要だと

思っているので、一義的には商工観光労働部の

ＤＸ推進課がこのデジタルデバイドを所管して

いますが、そこと連携しながら、福祉部門との

連携も検討していきたいと思います。 
木田委員 さきほどの児童手当の申請について

は３，７４２件とあって、児童手当現況届は郵

送で返送する手続だったですかね。そうなると、

別に窓口に行かなくても、御本人が所得証明を

取らなくていいことがあったのではないかと思

いますね。所得証明を添付して送るとか、あと

自治体の郵送の負担が減ったところがあったん

だと思いますが、窓口に持って行かなくて郵送

で済んでいた部分がこれに代わったとの感覚が

あったもので。児童手当現況届も原則廃止にな

りますが、その辺の効果をもう少し考えた方が

よかったのではないかと思って質問しているの

で、そういう受け止めをしていただきたいと思

います。 
 では、許可証の方ですね。私がいつも申請し

ているのは本当に軽易なものなんですね。そう

いった軽易なものは、許可証自体を発行しなく

ていいように規則改正できるのではないかと思

うので、検討していただき効率のいい行政手続

にしていただきたいと思います。 
河野委員長 執行部に申し上げます。答弁につ

いては、簡潔にお願いしたいと思います。 
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 それでは、引き続き質疑を続けます。 
衛藤委員 決算全般について伺います。 
 Ｂ経費、経常的経費についてです。経常的経

費は、予算の作成時に前年度予算をベースにし

た１００％シーリングの枠組みが例年設けられ

ています。経常的経費のシーリングは、最近の

インフレ局面、物価上昇の局面においては、実

質的な減額を意味するのではないかと思ってい

ます。令和３年度から日本経済は物価上昇の局

面、インフレ局面に転じていますが、物価上昇

により維持管理事業が回数であったり、内容で

あったりが実質的に削減されていないかが心配

されます。令和３年度の物価上昇の経常的経費

事業の影響について伺います。 
髙木財政課長 経常的経費については様々なも

のがあると思いますが、例えば道路等の修繕費、

保守管理経費などについては、管理面積の増減

でしたり、労務費、資材費の動向などを予算査

定の中で確認しながら、必要な経費を措置して

います。 
 令和３年度の物価動向については、原材料、

資材価格等は高騰していますが、価格転嫁がそ

れほど進んでいなかったせいか、企業物価指数

は国内需要財の物価指数でしたり、消費者物価

指数ともに対前年度比で数％程度の上昇となっ

ており、執行段階においてインフレにより事業

縮減するほどの大きな影響はなかったものと認

識しています。 
 今後も予算策定時にはしっかりと物価高騰等

も勘案しながら、必要なものについて適切に予

算措置していく所存です。 
衛藤委員 ありがとうございます。実際に維持

管理経費は、地域であったり、関係から要望い

ただく人数が非常に多いところで、我々も強く

お声を伺います。特に人口減少が進む中で、各

地域を維持していく観点で欠かせない費用だと

思っています。 
 さきほど管理面積の増減等、維持管理費等も

ありました。そこまで大きい影響はないとの話

ですが、数％減るだけで、やはりそこで切られ

てしまう、断られてしまったり、面積が減らさ

れてしまったりする部分があるかと思います。

もしこれが問題ないとして事業者側が抱えてい

たら、彼らはコスト転嫁できないわけで、現在

のコンプライアンス的にも非常に大きな問題が

あるのではないかと思っています。 
 ぜひ新年度の予算編成方針においては、物価

上昇が急激に進んでいる状況なので、こういっ

た物価上昇も踏まえた経常的経費のシーリング

設定をお願いします。 
髙木財政課長 特に道路維持等が大きいと思っ

ていますが、例えば令和４年度については、道

路維持系の事業について１０％を超えるぐらい

の予算を付けています。また、来年度予算につ

いても、財政状況、一般財源の収入等にもより

ますが、その辺を勘案しながら、他の事業とも

均衡を図って、しっかりと考慮したいと思って

います。 
衛藤委員 ボリュームで見ると道路維持は大き

いですが、河川であったり、港湾や砂防といっ

たところのＢ経費は本当に悲惨なボリューム感

にいまだになっています。これは実情として現

場の声を強く伺っています。話があっても全体

としてのＢ経費のシーリングの中で、規模がな

いのでといって、現場で門前払を食らってしま

うような話も起きかねないので、そこはしっか

りと全体のボリューム感も含めて御考慮いただ

ければと。よろしくお願いします。 
河野委員長 ほかに、事前通告されていない委

員で質疑はありませんか。 
尾島委員 通告をせずに、すみません。 
 人事管理費のうち県職員の働き方改革推進事

業、主要な施策の成果では３７３ページになり

ます。 
 大きく２点教えてほしいのですが、本事業は

テレワークの推進によって、多様で柔軟な働き

方を推進するのが大きな目的だったと思います。

近年のコロナ禍によって、このコロナに対する

リモートワークが随分増えているのが実情では

ないかと思います。 
 それで、昨年度の事業内容は在宅勤務専用端

末として１４０台配備したわけですが、過年度

にも既に配備したものがあったのではないかと

思うんですね。この１４０台を含め、端末の配
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備が累計何台になったのか、教えていただきた

いと思います。 
 それから、成果指標の中で在宅勤務の実施者

数が昨年度１万２，９０４人と報告されていま

すが、これは延べ人日となっています。年間の

労働日数を考えると、１日おおむね５０人から

５５人ぐらいが平均的に利用されたのではない

かと思うんですが、少し具体的に中身について

教えていただきたいと思います。これは延べ人

数ですから、実際にリモートワークを実施した

実人数が分かればお願いしたいと思います。 
 それから２点目が延べ時間、時間に直すと何

時間だったのか。３番目に一番利用された方の

日数、あるいは時間をお願いしたいと思います。 
 それから最後に、昨年度もコロナのピーク時

があったと思いますが、このピーク時に実際に

県側で用意した端末が不足して、リモートワー

クをしたいと、対応しようと思ったけれどもで

きなかった、そういったケースはなかったのか、

この点についてお願いします。 
井下人事課長 在宅勤務の状況について説明し

ます。 
 まず１点、新型コロナと在宅勤務との関係性

についてです。昨年１月からオミクロン株の急

激な感染拡大があって、大分県内においても１

月末から、まん延防止等重点措置の適用があり

ました。 
 そういった中で、県職員については、出勤者

の５割削減を目標に在宅勤務の活用を進めてき

ました。その結果、県職員の感染拡大防止の観

点で在宅勤務が非常にメリットがあることが分

かったほか、コロナ禍においても、行政要員を

維持していくのに在宅勤務が非常に有効なツー

ルであることが分かりました。いまだコロナに

ついては、なかなか終息の見通しがつかないの

で、引き続き活用を推進していきたいと考えて

います。 
 端末については、現在専用端末１４０台で運

用を行っていますが、国の臨時交付金により昨

年度１００台購入しましたが、それ以前の４０

台については、リースで実際に運用を行ってい

た関係から、合わせると全体で１４０台で運用

しています。在宅勤務用専用端末以外にも、現

場対応業務として土木事務所とか振興局用にタ

ブレットを５５０台配備しています。そういっ

たところも使いながら、現在在宅勤務を進めて

おり、特に台数が足りないとの声はありません。 
 ２点目は、昨年度の実績値１万２，９０４人

日についてです。昨年度、実際に在宅勤務を行

った職員の実施者数は７，３７３人となってい

ます。具体的に職員一人一人に着目した形での

カウントは行っていませんが、在宅勤務は地方

機関を中心にかなりの職員が利用しています。

多い職員では１日丸々在宅勤務を行って、その

日は通勤をしないので、そういう点ではかなり

活用が推進できているのではないかと考えてい

ます。 
 ちなみに、今年度についても順調に推移して

おり、９月末で８，９６０人日の目標に対して

５，１７３人日と、現在５８％の利用状況にな

っています。引き続き利用促進に努めていきた

いと思っています。 
河野委員長 ほかに、事前通告していない委員

で質疑はありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
河野委員長 事前通告が２名の委員外議員から

出されているので、事前通告のあった委員外議

員の質疑を行います。 
守永委員外議員 人事管理費について事前通告

していますが、これは人事管理費だけでなく、

そのうち一つが一般管理費にも関連することな

ので、答えにくい部分もあるかもしれませんが、

よろしくお願いします。 
 職員の働き方改革など、各部局の取組を人事

課で総括されていると思いますが、２０２１年

度の新型コロナウイルス感染状況は第４波から

第６波に突入し、約３万人余りが発症しました。

２０２０年度が１，５００人程度の発生であっ

たことから見ると大変な情勢だったわけですが、

業務が実施できずに準備のコストだけがかかっ

たケースだとか、準備そのものができずに、別

の形態でどのようにやっていくか模索するなど、

業務も大変な工夫なり、それぞれの部局で大変

な思いをされたと思っています。 



- 17 - 

 その中で、超過勤務については人事課で全部

局を管理しているとの話がありましたが、財政

的に超過勤務手当などでコロナの影響をどのよ

うに受けたのか、また今後の影響をどのように

想定しているのか、教えていただきたいと思い

ます。 
井下人事課長 コロナ禍における時間外勤務手

当の影響についてお答えします。 
 令和３年度の時間外勤務時間については、職

員１人当たり月１６．４時間となっています。

これは令和２年度から見ると０．２時間の増加

です。内訳としては、コロナ対応を行う福祉保

健部で上昇しており、本庁では４．３時間増の

３０．３時間、地方機関においては５．５時間

増の２１．２時間となっています。新型コロナ

ウイルス感染症の第５波が昨年７月から、第６

波が今年１月からとなっており、こういったと

ころへの対応が主な要因と考えています。 
 これに伴う決算額については、福祉保健部で

対前年比１億１，４４３万円増の４億４，４６

３万６千円、超勤全体で見ると４，５２１万４

千円増の１７億７，０７９万４千円となってい

ます。 
 時間外勤務の近年の増加傾向を踏まえて、今

年３月には大分県庁働き方改革基本方針を定め、

所属長のリーダーシップによる業務見直しなど

を通じて、超勤縮減、それから職員の健康管理

に全庁を挙げて取り組んでいます。 
 コロナ対応においても、宿泊療養施設の運営、

検体回収、患者移送等については外部委託を活

用して業務の見直しを行っています。 
 これ以外にも、本年９月と令和２年４月との

比較においては、正規職員を福祉保健部で２６

人増員したほか、非常勤職員、派遣職員を含み

全体で１４８人の増員を行っています。ほかに

も全庁的な応援体制の整備も図ってきています。 
 新型コロナウイルス感染症の感染者数につい

ては、現在は減少傾向にあります。また、先月

２６日からは全国一律で新規感染者の全数届出

の見直しも行われました。業務量の減少が期待

できる一方、この冬にはコロナとインフルエン

ザの同時流行といったことも報道されています。

そういった懸念もあり、今後も第８波への対応

に備えた体制づくり、それから、業務の見直し

については、継続していきたいと考えています。 
守永委員外議員 ありがとうございます。今回

の新型コロナウイルス関連の部分は、急遽突発

的に起きた事象に対して、私たち公務員がどう

対応できるのかが問われ、そして、それを考え

ていかなければならない状態だったと思います。 
 人員的に１４８人の増員がなされたことを踏

まえたとき、今後何かあったときに、その人数

をどこから確保していくのか、又はどうしたら

常にそういう体制を取ることができるよう人員

配置するのか、そういうことも今後検討してい

くことが必要だろうと思っています。その点に

ついては今回の事例を十分に分析して、今回は

コロナで初年度に１，５００人、次の年度に３

万人という変化でしたが、感染力が強い場合は

一気に３万人、５万人といった感染者が発生す

ることも想定できるから、そういったことも踏

まえた検討をお願いします。以上要望です。 
森委員外議員 ２点質問します。 
 まず１点目、決算事業別説明書の１４ページ、

人事課の人事管理費についてお聞きします。 
 この件、実は多くの方から意見が上がってい

る大分県職員録の件です。今年度からデジタル

化された職員録ですが、令和３年度の大分県職

員録発行について、決算がどのような内容であ

ったかをまず伺います。 
 続いて、１０ページの行政企画課県有建築物

保全事業費について伺います。 
 今日配付された資料で、決算額３１億円に対

して細かく数字まで記載いただいています。こ

れは昨年度の予算特別委員会で委員から指摘を

受けたことをしっかり反映していただき、今日

提出していただいたと思っています。ありがと

うございます。 
 この県有建築物保全事業費の中で、この内容

にもありますが、県有建築物保全計画において

県庁舎本館とか別館とか、また、連絡通路等の

施設の整備について、これは昨日会計管理局に

もお尋ねした件で関連しますが、連絡通路の雨

天時対策の検討状況についてなど、今どのよう
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な検討が行政企画課等でなされているのかを伺

います。 
井下人事課長 職員録の決算額等についてお答

えします。 
 職員録については、行政文書電子化の流れに

加えて、行財政改革推進委員会での民間委員か

らの意見や、他県でも電子化を実施済み、ある

いは検討中の県が全部で２３県あったことを踏

まえ、今年度から電子化しています。 
 電子化により、パソコンやスマートフォンか

ら、いつでもどこでも誰でも無料で閲覧できる

ようになり、また年度途中の異動を反映するな

ど、県民の皆さんの利便性は一定程度向上して

いるものと考えています。 
 ６月７日に県のホームページを公開したとこ

ろ、アクセス数は６月が２万３，０２０件、７

月が８，９０７件、８月が６，４６７件、９月 
が６，７４７件、合計で４万５，１４１件とな

っており、多くの県民の皆さんから御利用いた

だいているものと承知しています。 
 令和３年度の職員録作成に係る決算額につい

ては、人事課、それから各課の必要部数２，０

５４部をそれぞれの所属で印刷消耗費として計

上しており、合計額は１５８万２千円となって

います。今年度は電子化により印刷発注を行っ

ていないため、当該費用は不要となっています。 
渡辺県有財産経営室長 県有建築物保全事業費

について御質問をいただきました。 
 県有建築物の保全については、公共施設総合

管理指針や議員御指摘の県有建築物保全計画に

基づき、施設の機能を維持し、長寿命化を図る

ことを目的に、必要な改修工事予算を私ども県

有財産経営室で確保して、予防保全を一元管理

し、計画的に実施しています。 
 限られた予算を執行するにあたり、施設所管

課から出された要望を精査して、優先順位をつ

けて保全工事を行っています。さきほど議員か

ら紹介のあった、タブレット１８番の資料の中

でも、３番目にある県庁舎別館で冷温水発生機

の更新等１億３，４００万円はこちらから執行

しています。 
 お尋ねの県庁舎本館と別館の連絡通路につい

ては、平成８年度、平成２８年度にスロープの

設置のほか、塗装など長寿命化のための改修工

事を実施してきました。 
 連絡通路の雨天時対策の検討状況については、

昨日の委員会で、庁舎を管理する会計管理局が

答弁したとおり、これまで特段の検討は行って

いません。 
 また、会計管理局からは、連絡通路設置後５

０年が経過しており、老朽化の状況に応じた対

策が必要となってくるので、今後の対策につい

て考えていきたいと説明しましたが、公共施設

マネジメントを所管する県有財産経営室として

も、今後県庁舎を管理する会計管理局や土木建

築部と情報共有しながら、構造上の問題など技

術的な助言を行うなど、適切に対応していきた

いと考えています。 
森委員外議員 ありがとうございました。 
まず、今日は職員録を例に取りましたが、私

も電子化、デジタル化を否定するものでは全く

ないですが、それによってクオリティーが下が

ったり、利便性が低下したりすることは問題で

はないかと考えています。 
 大分県職員録は、長年いろいろ毎年バージョ

ンアップされたりして、非常にクオリティーの

高い冊子になっていたかと思います。さきほど

作成経費が１５８万円ぐらいと聞きました。 
今、県庁もＤＸを進めていますが、そのＤＸの

名の下に紙ベースで必要なものまで電子化され

ていることが起きているのではないかと疑問を

持っています。ニーズや生産性を現場の視点で

確認することが軽視されているのではないかと

も感じます。 
 このことを踏まえ、今日例に出した職員録に

ついて、私どもは外注をして、その費用はそれ

ぞれが負担することでもいいのではないかと思

っているし、これまでどおりに有償で販売する

ことも可能ではないかと思いますが、これにつ

いては再度伺います。 
 それから、県庁舎本館、別館などの施設の今

後の保全の在り方についてですが、今丁寧に御

答弁いただきありがとうございました。これも

歩道橋の話からアプローチしましたが、会計管
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理局との議論の中でもバリアフリー対策とか風

雨の対策は利用者のニーズをしっかり把握すべ

きと申しましたし、傘を持って往復することが

５０年間経って、本来いい在り方なのかどうか

ということも。社会変化してきた中で、皆さん

が利用しやすい状況に改善していくことも大切

だと思います。利用者は県職員だけではないと

私たちも確信しているので、そういった意味か

ら、しっかり現状把握し、計画を立てていくべ

きだと考えますが、再度伺います。 
井下人事課長 電子化を施行するにあたり、イ

ンターネットでの利用を想定していたため、住

所とか電話番号とか、県のホームページ上の他

の情報と重複する部分に関しては、別様として

一覧表で掲載していました。しかし、議員から

の御指摘を踏まえて、職員録の所属ページの中

に住所、電話番号等を掲載するなど、適宜改善

を図っています。また、パソコンやスマートフ

ォン等の機器を持たない方に対しては、県の情

報センターですとか、各振興局にプリントアウ

トした製本版を配備しており、閲覧やコピーも

可能となっています。 
今後とも機器を持たない方に対する十分な配

慮を行った上で、議員の御意見も頂戴しながら

改善に努めていきたいと考えています。 
渡辺県有財産経営室長 県有建築物バリアフリ

ー化について御質問をいただきました。 
 バリアフリー化については、県有建築物を改

修、建て替え等を行う際は、やはり高齢者、障

がい者、全ての県民が安全かつ容易に利用でき

ることが大事で、そういった基準を定めたのが

大分県福祉のまちづくり条例であり、基本的に

はそれに適合した整備を行うようにしています。

例えば、和式トイレの洋式化とか、段差など出

入口にスロープを設置するとか、洗面所に手す

りを設置するなど、そういった具体的なことを

やっています。 
 ただ、さきほど話があった傘を差してという

ところですが、基準には当然ありませんが、そ

ういった声も拾いながら、どういった施設がい

いのかは、施設を所管する会計管理局や土木建

築部などとも一緒になって、十分に相談しなが

ら対応していき、引き続き高齢者、障がい者一

人一人に寄り添った整備を心がけていきたいと

考えています。 
森委員外議員 ありがとうございました。今日

は職員録と歩道橋について例を出しました。 
まず、職員録については、私どもが要望する

内容を少し伝えましたが、やはり有償でも冊子

で欲しい方もいらっしゃると思うし、これまで

の職員録よりクオリティーが半分以下に落ちて

いる状況なので、その点はしっかり認識して、

しっかりとした改善策を今後また立てていただ

きたいと思います。 
 県庁舎本館、別館を含め、このエリアの今後

の在り方とかについてもしっかり議論が必要だ

と思います。別館についても今手狭で、非常に

効率の悪い部分があるのではないかと思ってい

ます。計画的な整備、今後この大分市内におい

ては土木事務所とか振興局とか、いろんな関係

機関との関係も出てくるかと思うので、保全計

画の見直しについて、改めて今後しっかり議論

をしていただきたいと思います。 
河野委員長 ほかに、委員外議員で質疑はあり

ませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
河野委員長 それでは、本日の質疑等を踏まえ、

全体を通して委員から、ほかに何か質疑はあり

ませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
河野委員長  別にないので、これで質疑を終わ

ります。 
 それでは、これをもって総務部関係の審査を

終わります。執行部はお疲れ様でした。 
  これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。 
 

〔総務部、委員外議員退室〕 
 
河野委員長 これより内部協議に入ります。 
 さきほどの総務部の審査における質疑等を踏

まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと思い

ますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映させ

るべき意見、要望事項等がありましたらお願い



- 20 - 

します。 
堤委員 働き方改革の関係で、長時間勤務が昨

年はかなり増えてきていると、０．２時間だっ

たかな。そういう働き方改革を、過去は保健所

と病院局等に指摘があったけど、県全体の問題

として取り上げて、それを縮減させていくよう

に反映させればいいのかなと思いましたので、

提案しておきます。 
衛藤委員 経常的経費の来年度予算のシーリン

グについてですが、物価上昇を踏まえて一律に

１００％とするのではなく、それを踏まえたシ

ーリングにしていただくよう強く要望します。 
河野委員長 ほかにありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 
河野委員長 それでは、ただいま委員からいた 
だいた御意見、御要望及び本日の審査における 
質疑を踏まえ、審査報告書案として取りまとめ 
たいと思います。 
 詳細については、委員長に御一任いただきた

いと思いますが、よろしいでしょうか。 
  〔「異議なし」と言う者あり〕 
河野委員長 それでは、そのようにします。 
 以上で、総務部関係の審査報告書の検討を終

わります。  
 暫時休憩します。 

午前１１時５３分休憩 

――――――――――― 

午後 １時００分再開 

馬場副委員長 休憩前に引き続き、委員会を開

きます。 
 これより、農林水産部関係の審査を行います。 
 執行部の説明は、要請した時間の範囲内とな

るよう要点を簡潔明瞭にお願いします。 
 それでは、農林水産部長及び関係課室長の説

明を求めます。 
佐藤農林水産部長 それでは初めに、お手元の

資料番号１０の一般会計及び特別会計決算事業

別説明書について、タブレットの１８７ページ、

冊子の１７９ページをお開きください。 
 令和３年度一般会計歳出決算のうち、農林水

産部関係分について御報告します。上段、一般

会計の一番下、歳出合計欄を御覧ください。 

 令和２年度からの繰越しを含めた予算現額は、

左から２列目にあるように８６９億８，８９６

万５，９００円となっており、その右側の支出

済額５７１億５，９２４万６６６円と、その右

の令和３年度から令和４年度への翌年度繰越額

を差し引いた不用額は２６億５，１４１万３，

２３４円となっています。 
不用額の詳細や特別会計については、各課別

の決算状況とあわせて、後ほど担当課長から御

説明します。 
 続いて、お手元の資料番号１４、令和３年度

決算特別委員会審査報告書に対する措置状況報

告書について、タブレットの９ページ、冊子の

７ページをお開きください。 
 昨年度の決算特別委員会審査報告書に対する

措置状況を御報告します。 
まず、農業改良資金の収入未済の解消につい

てです。農業改良資金は、平成２２年度の法律

改正により、貸付機関が日本政策金融公庫に移

管されていることから、県では一般会計におい

て、移管以前の貸付けに係る債権の管理を行っ

ています。令和３年度は、滞納の解消に向けて

滞納者１２名と返済方法の協議等を重ねた結果、

元金５６万円、違約金７３万２千円を回収しま

した。今後も関係機関と連携しながら督促を行

い、収入未済額の縮減に努めます。 
次に、タブレットの１０ページ、冊子の８ペ

ージをお開きください。沿岸漁業改善資金の収

入未済の解消についてです。 
 令和３年度は、滞納解消に向けて滞納者３名

と返済方法の協議等を重ねた結果、元金４０万

円、違約金１２万円を回収しました。また、債

務者や連帯保証人の破産等により、回収が不能

となっている元金６８８万２千円、違約金１３

８万４，３８９円について、債権放棄の議決に

基づき不納欠損処分を行いました。さきほどの

農業改良資金と同様、今後も関係機関と連携し

ながら督促を行い、収入未済額の縮減に努めま

す。 
次に、タブレットの２０ページ、冊子の１８

ページをお開きください。大分県農業非常事態

宣言についてです。 
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これは、本県農業の早期回復に向けて、各種

政策を積極的に進めるようにと叱咤激励をいた

だいたものですが、こちらについては、まず大

分県農業総合戦略会議において多くの生産者の

声を聞き、昨年１０月に農業システム再生に向

けた行動宣言を取りまとめました。 
この宣言に基づき、本年度は産地拡大を阻む

ボトルネック解消に向け、生産から販売までの

パッケージ支援や担い手の育成、農協改革とい

った各種対策を行っています。 
これにより、園芸では６月に１９年ぶりに決

起大会が開催されるとともに、農協も専任の営

農指導員を拡充するなど、生産者と一体となっ

た取組が進んでおり、４品目とも順調に生産が

拡大しています。 
また、畜産についてはキャトルステーション

の建設地が確定し、担い手では１６市町５１ビ

ジョンの産地担い手ビジョンが策定されました。 
さらに、今年度は新たな取組として、耕畜連

携による堆肥の活用や中山間地営農の担い手に

ついて議論を進めており、引き続き生産者や農

業団体等による一体となった取組をしっかり後

押しすることで、本県農業の成長産業化を進め

ていきます。 
次に、お手元の資料番号１２、令和３年度に

おける主要な施策の成果各部評価結果一覧表に

ついて、タブレットの１９ページ、冊子の１７

ページをお開きください。主要な施策の成果に

ついて御報告します。 
 農林水産部関係分としては、タブレットは１

９ページから２３ページ、冊子は１７ページか

ら２１ページにかけて、９９事業を記載してい

ます。 
まず、１の評価結果総括表を御覧ください。

成果指標の達成度合いによる評価をまとめてお

り、達成率１００％以上のＡが５２事業、達成

率１００％未満から９０％以上のＢが２５事業、

達成率９０％未満から８０％以上のＣが６事業、

達成率８０％未満のＤが９事業となっています。

なお、実績のみ掲載となっている７事業は、公

共事業や施設整備事業などの単年度での成果の

測定が難しい事業です。 

次に、事業の今後の方向性を御覧ください。

継続・見直しが７３事業、事業組替が２１事業、

終了が５事業となっています。 
 ２の個別事業一覧表では、事業ごとの成果指

標の達成率をまとめています。令和３年度は、

依然としてコロナ禍が事業執行に影響を与えて

おり、成果指標の達成率が８０％未満のＤ評価

となった事業が九つありますが、このうち８事

業は、コロナの影響によりイベント等の開催が

困難になったことや需要が減少したことで、目

標を達成できなかったものです。 
続いて、お手元の資料番号１１、大分県長期

総合計画の実施状況について主要な施策の成果

（事務事業評価）（令和３年度実績）について、 
タブレットの１６０ページ、冊子の１５８ペー

ジをお開きください。 
ここからは、昨年度重点的に取り組んだ８事

業について、個別に御説明します。まず、上か

ら三つ目の３番、園芸産地農地確保緊急対策事

業です。 
 この事業は、園芸産地の拡大を加速させるた

め、意欲ある生産者への白ねぎ栽培に適した優

良農地の集積、集約の強化に取り組むものです。 
右下、事業の成果と今後の方針を御覧くださ

い。地権者や現耕作者に対する交付金の交付に

加え、地域との協議や個別の契約事務における

農地交渉補助員の活用など、優良農地の集積、

集約の強化に取り組んだ結果、目標値１８４ヘ

クタールを上回る２２３ヘクタールの白ねぎ用

農地を確保することができました。これらの農

地と担い手とのマッチングも順調に進んでおり、

今年度は、同じく短期集中県域支援品目である

ピーマン、高糖度かんしょ、ベリーツの栽培に

適した優良農地の確保を進めています。 
次に、タブレットの１６２ページ、冊子の１

６０ページをお開きください。一番上の７番、

おおいた和牛流通促進対策事業です。 
 この事業は、おおいた和牛の認知度向上と流

通拡大を図るため、ＰＲ大使等の起用やイベン

トの実施など戦略的な情報発信を行うものです。 
事業の成果と今後の方針を御覧ください。中

村獅童氏を活用したＰＲによる認知の広がりや、
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マーケターによる新規取扱店の開拓、小売店や

旅館、飲食店を対象としたフェアなどを行った

結果、おおいた和牛の取扱店舗数は目標値２０

５店舗を上回る２４６店舗に増加しました。今

後も食べられる店舗や買える店舗の開拓を進め、

おおいた和牛の食体験を高めるとともに、さら

なる情報発信の強化により、認知度の向上と流

通拡大を図ります。 
次に、タブレットの１６５ページ、冊子の１

６３ページをお開きください。上から二つ目の

１７番、苗木増産・再造林支援事業です。 
 この事業は、伐採後の確実な再造林により県

産材の持続的な供給体制を強化するため、早生

樹の苗木生産に向けた採穂園を整備するととも

に、苗木の増産に要する施設整備等を支援する

ものです。 
事業の成果と今後の方針です。県営の早生樹

採穂園については、国の研究機関と連携し、技

術的支援や優良苗木の提供を受け、杵築市の山

香町に整備しました。県内の令和３年度の再造

林面積は１，１１７ヘクタールとなり、おおむ

ね目標値である１，１９４ヘクタールを達成し

ましたが、今後も採穂園を活用しながらエリー

トツリーや早生樹等の苗木増産を推進し、確実

な再造林を実施することで、森林の若返りと将

来にわたる森林資源の確保に努めます。 
次に、タブレットの１６７ページ、冊子の１

６５ページをお開きください。上から二つ目の

２３番、ブリ類養殖業生産体制強化推進事業で

す。 
この事業は、ブリ類養殖業の周年出荷体制の

強化を図るため、４月から６月の出荷端境期に

おける安定出荷に向け、人工種苗を用いた試験

養殖等を実施するものです。 
主な事業内容は、本来のブリの産卵期とは異

なる８月の人工種苗生産や現地養殖試験、水温

の異なる複数の養殖漁場での成熟状況調査の実

施です。 
事業の成果と今後の方針です。養殖ブリ類の

生産量は、令和２年のモジャコ導入尾数の減少

や令和３年のモジャコ不漁による出荷控え等に

より、目標値２万２，９９０トンを下回る２万

２７５トンとなりましたが、人工種苗のニーズ

は高まっています。このような中で取り組んだ

本事業では、８月採卵によるブリ人工種苗生産

や養殖試験、養殖ブリの出荷適正期間の調査等

を実施し、人工種苗の有効性や漁場による成熟

時期の違い等を明らかにすることができました。

今年度は突発的なモジャコ不漁に対応できるよ

う、小型モジャコの給餌技術の開発や養殖生産

中のブリからの採卵による種苗生産試験に取り

組んでいきます。 
次に、タブレットの１７７ページ、冊子の１

７５ページをお開きください。上から三つ目の

１８番、花き経営安定化対策事業です。 
 この事業は、花きの流通販売体制を強化する

ため、コロナ禍における新たな販売形態への対

応や、キク生産者の経営リスク分散に向けた新

品種、新規品目の導入を支援するものです。 
主な事業内容は、家庭消費拡大に向けた配送

体制の構築や県産花きのＰＲ活動、白輪ギクか

らスプレーマム等への品種転換や他品目の導入

に対する支援です。 
事業の成果と今後の方針です。スプレーマム

などキクの新品種の導入が進んだものの、コロ

ナ禍で需要期外に低単価で推移したことや他品

目に作付転換したことにより、令和３年度のキ

クの産出額見込みは前年並みとなり、目標値で

ある対前年度１億円の増加を達成できませんで

した。一方で、経営改善を目的とした他品目の

導入を支援した結果、試算をするとキクからの

品目転換を行った農家の所得は１０７％に増加

しました。今後は、非接触型の販売形態の確立

や花レシピ動画等によるＰＲ活動により、県産

花きの流通販売体制を強化するとともに、複合

経営モデルの育成によるキク生産者の経営安定

を支援します。 
次に、タブレットの１８０ページ、冊子の１

７８ページをお開きください。上から三つ目の

２７番、林業再生県産材利用促進事業です。 
 この事業は、県産材の需要拡大と製品加工等

の低コスト化等を図るため、木材の加工流通施

設の整備等を支援するとともに、大径材の利用

促進に向けた取組を実施するものです。 
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主な事業内容は、製材所や原木市場の施設整

備に要する経費の助成や、大径材利用ビジネス

モデルの構築、大径材製品の海外販売拠点の設

置に対する支援です。 
事業の成果と今後の方針です。製材品の付加

価値向上に向け、製材所に対して乾燥機の導入

を支援したことで、乾燥材生産量は目標値８千

立方メートルを上回る１万１千立方メートルに

増加しました。また、大径材の利用促進を図る

ため、大径材を効率的に製材加工するビジネス

モデルを構築しました。今年度は、大径材から

生産された芯のない製材品は曲がりやすいとい

う先入観を払拭するため、県外のプレカット工

場に試供品を提供し、製品評価を実施します。 
次に、タブレットの１８１ページ、冊子の１

７９ページをお開きください。上から二つ目の

２９番、農林水産物輸出需要開拓事業です。 
 この事業は、成長する海外市場を取り込み、

農林水産業者の所得向上を図るため、ブランド

おおいた輸出促進協議会等が行う輸出拡大の取

組を支援するものです。 
主な事業内容は、海外市場ニーズに基づいた

生産、加工体制の構築や、牛肉輸出で求められ

る動物福祉対応への支援、オンライン商談会や

現地商社を活用したフェア等の実施です。 
事業の成果と今後の方針です。コロナ禍によ

る防疫上の規制強化により、中国向けの養殖ク

ロマグロ等で輸出が減少したことなどから、農

林水産物の輸出額は目標値４２．４億円を下回

りました。一方で、現地法人等と連携した販促

活動やオンライン商談等に取り組んだ結果、米

国向け牛肉や韓国向け養殖ブリの取引量が拡大

し、輸出額は過去最高の３５．９億円となりま

した。今後もコロナ収束後の攻勢に向けて、輸

出先国のニーズに対応した産地づくりや新たな

販路開拓など、輸出拡大の取組を進めていきま

す。 
次に、タブレットの１８６ページ、冊子の１

８４ページをお開きください。上から二つ目の

８番、農業活性化・スタートアップ圃場設置事

業です。 
 この事業は、移住後の速やかな就農や兼業で

の就農を希望する者など、多様な担い手を確保、

育成するため、農業用ハウスや常用設備を完備

し、即時就農が可能なスタートアップ圃場の整

備支援を行うものです。 
事業の成果と今後の方針です。本年３月、竹

田市の菅生にスタートアップファームたけたを

開所し、広報誌や就農相談会でＰＲを行うなど、

入植者の確保に取り組んだ結果、県内外から５

組の応募があり、目標値を達成しました。今年

度は、竹田市以外の２か所として由布市、津久

見市で同様の圃場を整備することとしており、

移住就農への誘因強化を図ることで全国の就農

希望者から選ばれる大分県を目指します。   
続いて、令和３年度行政監査・包括外部監査

の結果について説明します。 
資料番号１６、令和３年度行政監査・包括外

部監査の結果の概要について、タブレットの３

ページ、冊子の１ページをお開きください。 
まず、行政監査についてです。当部の関係で

は１２件の御指摘をいただきました。このうち

改善事項１件について説明します。タブレット

の４ページ、冊子の２ページの一番下の欄を御

覧ください。 
これは、県が関与する任意団体の規約等にお

いて、経理その他事務処理全般に係る決裁権者

の定めがなかったことを御指摘いただいたもの

です。これを受け、県では規約等の整備を指導

し、任意団体は決裁権者に関する規約等を整備

しました。今後、同様のことが生じないよう、

所管する任意団体の適切な運営指導に一層努め

ます。 
次に、包括外部監査についてです。タブレッ

トの１５ページ、冊子の１３ページをお開きく

ださい。 
 当部の関係では、勧奨１０件の御指摘をいた

だきました。指摘内容の欄にあるように、スマ

ート農機や新技術等の普及拡大に向けた実証実

験、生産者への情報提供の方法等について御意

見いただきました。既に一部は取り組んでおり、

今後も生産者の視点に立ち、現場ニーズを踏ま

えた事業の実施に努めます。 
 引き続き各種の決算状況について、担当課長
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から説明します。 
井迫農林水産企画課長 令和３年度の農林水産

部関係の決算状況について、お手元の決算附属

調書と一般会計及び特別会計決算事業別説明書

により御説明します。 

まず歳入関係です。資料番号９、決算附属調

書のタブレットでは１１ページ、冊子では６ペ

ージをお開きください。 
こちらには、歳入決算額の予算に対する増減

額を記載しています。まず、左の科目欄にある

農林水産業費国庫補助金ですが１３９億６，２

９８万９，２３０円の減となっています。これ

は、増減理由欄の減収となったもののうち、上

から２番目、産地生産基盤パワーアップ事業費

補助金において、国の補正予算関連事業の繰越

しに伴い、令和３年度の国庫補助金が減収にな

ったことなどによるものです。 

次に、タブレットの１８ページ、冊子の１３

ページをお開きください。科目欄の一番下の貸

付金元利収入を御覧ください。このうち、増減

理由欄の減収となったものの上から３番目、木

材業経営安定資金貸付金分以降に農林水産部関

係が記載されていますが、これらの減は貸付実

績が見込みを下回ったことなどによるものです。 
次に、タブレットの２６ページ、冊子の２０

ページをお開きください。不用額です。科目欄

の農業費のうち、上から２番目の農業振興費３

億７，９５５万７，７９１円については、大規

模災害が発生した際の生産施設の復旧等を支援

するため、あらかじめ一定額を計上している農

林水産業施設等復旧支援事業費において、幸い

なことに被害額が予算計上額を下回ったことな

どによるものです。 

次に、タブレットの２７ページ、冊子の２１

ページをお開きください。林業費のうち、一番

上の林業振興指導費５億９，９３２万５，４８

１円については、森林組合振興対策資金貸付金

の貸付実績が見込みを下回ったことなどによる

ものです。 

次に、タブレットの３３ページ、冊子の２６

ページをお開きください。収入未済額です。科

目欄の下から２番目の貸付金元利収入のうち、

課名欄の下から２番目の団体指導・金融課１，

５７３万５，６３５円、また、次のページの科

目欄の違約金及び延納利息にある団体指導・金

融課５，０９１万３，４１４円は、いずれも農

業改良資金の貸付先の経営不振等によるもので

す。 

収入未済額等については、さきほど部長から

も申したとおり、今後とも関係機関と連携しな

がら督促を行い、その縮減に努めます。 

続いて、タブレットの６８ページ、冊子の５

３ページをお開きください。特別会計に関する

決算状況を説明します。 

まず、歳入決算額の予算に対する増減額です。

科目欄の一番下、括弧書きの県営林事業特別会

計のうち、不動産売払収入６，５６８万５，８

９７円の増です。これは、ウッドショックの影

響に伴う木材価格の高騰により、木材売払収入

が見込みを上回ったことによるものです。 
次に、タブレットの７１ページ、冊子の５５

ページをお開きください。不用額です。科目欄

の下から２番目の括弧書きの林業・木材産業改

善資金特別会計のうち、林業・木材産業改善資

金６億６，１０９万３千円、また、科目欄の一

番下の括弧書きの沿岸漁業改善資金特別会計の

うち、沿岸漁業改善資金４億７，４８８万６千

円は、いずれも貸付実績が見込みを下回ったこ

とによるものです。これらの不用額は繰越しを

行い、本年度の貸付金等の原資とします。 

次に、タブレットの７２ページ、冊子の５６

ページをお開きください。科目欄の一番上の括

弧書きの県営林事業特別会計のうち、県民有林

事業費の伐採事業費２，７１９万６，１５８円

については、県と分収林契約を交わしている土

地所有者の名義変更が完了していないものにつ

いて、分収交付金の支払を留保したことなどに

より見込みを下回ったものです。 

次に、タブレットの７４ページ、冊子の５７

ページをお開きください。収入未済額です。科

目欄の下から２番目の括弧書きの林業・木材産

業改善資金特別会計のうち、貸付勘定の貸付金

元利収入１４６万２千円、その下の業務勘定の

雑入７９３万９，０７４円、また、その下の括
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弧書きの沿岸漁業改善資金特別会計のうち、貸

付勘定の貸付金元利収入６４９万円、その下の

業務勘定の雑入３７７万円は、いずれも資金借

受者の経営不振や破産等によるものです。 

次に、タブレットの７７ページ、冊子の５９

ページをお開きください。不納欠損額です。科

目欄の一番上の括弧書きの沿岸漁業改善資金特

別会計のうち、貸付勘定の貸付金元利収入６８

８万２千円、その下の業務勘定の雑入１３８万

４，３８９円は、いずれも債務者や連帯保証人

の破産等により回収が不能となったことによる

ものです。 
以上、農林水産部関係の決算状況です。 

続いて、資料番号１０、一般会計及び特別会

計決算事業別説明書により、歳出関係の主な事

業について関係課から説明します。 

まず、農林水産企画課関係について説明しま

す。 

決算事業別説明書について、タブレットの１

９０ページ、冊子の１８２ページをお開きくだ

さい。第２目農業振興費のうち、上段の事業説

明欄の上から２番目、県産農水産物学校給食提

供事業費２億７，８６２万５千円です。 

これは、コロナ禍による外食控えにより減少

した県産農水産物の消費を回復させるため、希

望する県内小中学校等の学校給食に、おおいた

和牛や養殖ブリ等の県産農水産物を提供すると

ともに、食育を通じて児童、生徒の農林水産業

への理解醸成に取り組んだものです。 

倉原団体指導・金融課長 団体指導・金融課関

係について説明します。 

タブレットの１９５ページ、冊子の１８７ペ

ージをお開きください。林業・木材産業改善資

金特別会計のうち、第２項第１目木材産業等高

度化推進資金貸付金３億４００万円です。 

これは、木材の生産や流通を担う事業者の事

業合理化に向け、経営改善等に必要な短期運転

資金を低利で貸し付けるため、必要な資金を融

資機関に預託したものです。 

吉止地域農業振興課長 地域農業振興課関係に

ついて説明します。 

タブレットの２００ページ、冊子の１９２ペ

ージをお開きください。第２目農業振興費のう

ち上から４番目、スマート農業普及拡大事業費

４０５万４，３６４円です。 

これは、農業の省力化、生産性向上等を図る

ため、ＩＣＴ等の先端技術を活用したスマート

農業の実証、新技術の研究開発や効率的な推進

体制の構築を進めたものです。 

藤原新規就業・経営体支援課長 新規就業・経

営体支援課関係について御説明します。 

タブレットの２０７ページ、冊子の１９９ペ

ージをお開きください。第２目農業振興費のう

ち一番上、農業経営継承・発展支援事業費５７

４万３，８００円です。 

これは、高齢農家等の経営継承を促進するた

め、経営継承コーディネーターの配置や相談窓

口を設置するとともに、生産者や支援者向けの

研修会等を実施したものです。 

竹中水田畑地化・集落営農課長 水田畑地化・

集落営農課関係について説明します。 

タブレットの２１２ページ、冊子の２０４ペ

ージをお開きください。第７目農作物対策費の

うち上から２番目、もうかる水田作物産地力強

化対策事業費６９０万５，６０１円です。 

これは、消費者や実需者ニーズに応じた水田

作物の生産、供給のため、なつほのかをはじめ

とした良食味米及び麦、大豆の生産対策により、

収量、品質の高位平準化に取り組んだものです。 

田中おおいたブランド推進課長 おおいたブラ

ンド推進課関係について説明します。 

タブレットの２１４ページ、冊子の２０６ペ

ージをお開きください。第２目農業振興費のう

ち上から３番目、「ベリーツ」ブランド確立対

策事業費２，８７３万３３７円です。 

これは、県産いちごベリーツのブランド確立

のため、高品質、安定生産に向けた生産対策に

取り組むとともに、高価格帯ギフトアイテムの

新規販売先開拓などの販売対策に取り組んだも

のです。 

牛島園芸振興課長 園芸振興課関係について説

明します。 

タブレットの２１６ページ、冊子の２０８ペ

ージをお開きください。第９目園芸振興費のう
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ち上から２番目、ねぎ産出額１００億円プロジ

ェクト推進事業費５，１８５万２，５４５円で

す。 

これは、ねぎの産出額１００億円を実現する

ため、白ねぎの新規栽培者等が策定する白ねぎ

拡大計画に基づき、生産出荷機械の導入や生産

資材費等を支援するとともに、大規模経営体に

よる技術指導などを実施したものです。 

梅木畜産振興課長 畜産振興課関係について説

明します。 

タブレットの２２０ページ、冊子の２１２ペ

ージをお開きください。第２目畜産振興費のう

ち上から４番目、肉用牛担い手確保総合対策事

業費２，６５９万５２７円です。 

これは、肉用牛繁殖経営体の確保を図るため、

新規参入者や親元就農者の初期投資費用に対し

助成するとともに、ヘルパー組織による作業外

部化の促進等を実施したものです。 

黒垣農村整備計画課長 農村整備計画課関係に

ついて説明します。 

タブレットの２２５ページ、冊子の２１７ペ

ージをお開きください。第３目土地改良費のう

ち上から５番目、大野川上流地区園芸産地強化

対策事業費１，０５１万９，５１１円です。  

これは、大野川上流地区において大蘇ダムか

らの畑地かんがい用水の有効活用による野菜等

の生産拡大を図るため、３４９か所の給水栓の

新規設置及び農地利用計画書の作成に対し助成

したものです。 

安東農村基盤整備課長 農村基盤整備課関係に

ついて説明します。 

タブレットの２２９ページ、冊子の２２１ペ

ージをお開きください。第４目農地防災事業費

のうち上から３番目、防災重点農業用ため池整

備事業費２０億５，１４４万８９０円です。 

これは、防災重点農業用ため池の決壊を未然

に防止し、下流域の人命や家屋等を守るため、

沓掛新池外６０地区でため池改修工事や廃止工

事を実施したものです。 

高村林務管理課長 林務管理課関係について説

明します。 

タブレットの２３３ページ、冊子の２２５ペ

ージをお開きください。第２目林業振興指導費

のうち上から４番目、市町村森林管理体制整備

支援事業費２億５，０７３万７，８０５円で

す。 

これは、市町村による森林経営管理制度の円

滑な実施を進めるため、市町村への事業執行支

援、森林資源情報の精度向上に加え、森林情報

を一元的に管理できる森林クラウドシステムの

導入を図り、市町村の森林管理体制の構築を支

援したものです。 

吉松森林保全課長 森林保全課関係について説

明します。 

タブレットの２３７ページ、冊子の２２９ペ

ージをお開きください。第２目林業振興指導費

のうち一番上、災害に強い森林づくり推進事業

費４，１８８万７千円です。 

これは、災害時における流木による被害を未

然に防ぐため、河川沿いや尾根、急傾斜地の人

工林を伐採し、災害に強い広葉樹林化する取組

に対して支援したものです。 

高野審議監兼漁業管理課長 漁業管理課関係に

ついて説明します。 

タブレットの２４７ページ、冊子の２３９ペ

ージをお開きください。第２目水産振興費のう

ち上から４番目、養殖マグロ成長産業化推進事

業費５，３８７万２１４円です。 

これは、養殖マグロの振興を図るため、赤潮

被害を軽減する深層型生簀を活用した養殖手法

について、実用化に結び付けるとともに、カキ

の水質浄化能力を用いた赤潮被害対策の検証を

行ったものです。 
大屋水産振興課長 水産振興課関係について説

明します。 

タブレットの２５２ページ、冊子の２４４ペ

ージをお開きください。第２目水産振興費のう

ち一番上、種苗生産施設整備事業費８億１，９

８４万３千円です。 

これは、放流用種苗生産施設の生産性向上を

図るため、老朽化した種苗生産施設――大分県

漁業公社国東事業場の建替工事を実施したもの

です。 

広津留漁港漁村整備課長 漁港漁村整備課関係
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について説明します。                          

タブレットの２５３ページ、冊子の２４５ペ

ージをお開きください。第６目漁港管理費のう

ち一番上、放置艇対策事業費５，３７０万５，

３１０円です。 
これは、災害時における県民の安全確保や漁

港区域におけるプレジャーボート等の係留保管

の秩序確立を図るため、所有者不明船舶の撤去

等を実施し、船舶の適正管理を行ったものです。 

馬場副委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 事前通告が２名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
堤委員 まず、昨年の大分県農業非常事態宣言

について、さきほど少し話がありましたが、危

機脱出行動として、産地拡大、生産指導、販売

対策、組織体制等を行っていますが、その具体

的な進捗はどうなのか。危機的状況は脱し切れ

たのか。 
 二つ目は、水田活用交付金の見直しについて

です。県として現場の意見等を国に上げていま

すが、やはり水張りの問題や交付金収入がなく

なれば経営が成り立たないなど、深刻な声が寄

せられています。今後の推移はどうか。中止等

の声を届けるべきと考えますがどうか。 
 三つ目は、事業別説明書の１８５ページ、農

業共済事業費の関係です。適正な損害評価等に

ついて指導を行ったとあるが、これまで評価等

に不服があった農家はいるのか。今回の台風第

１４号での被害等の状況や、農業共済の損失補

 等はどうであったのか。また、共済に加入し

ている農家の件数等はいくらで、何％の加入率

となるのか。 
 四つ目は、主要な施策の成果の１７４ページ、

「おおいたの有機」産地づくり加速化事業につ

いてです。みどりの食料システム法が令和４年

７月１日に施行され、２０４０年までにこれを

確立して、２０５０年までに有機農業の取組面

積の割合を２５％に拡大する目標となっていま

すが、今後の計画と目標はどうなのか。 
 最後に、主要な施策の成果の１８２ページ、

農業次世代人材投資事業についてです。独立、

自営就農者に対して給付金を支払う事業で、昨

年度は２９１人が活用しています。５０歳未満

の若者が就農することへの応援として給付しま

すが、一部から申請書類や規定が厳し過ぎて活

用しにくいという声が上がっています。意欲を

そがないように簡易な申請等で受けられるよう

にすべきではないか。規定に合わない場合でも、

どうすればできるという伴走型の支援が必要で

すがどうか。 
井迫農林水産企画課長 農業非常事態宣言に係

る取組の進捗状況について説明します。 

 まず、非常事態宣言を受けて発足した大分県

農業総合戦略会議では、令和３年１０月に産地

拡大対策、生産指導、販売対策などの対策をま

とめた農業システム再生に向けた行動宣言を発

出しました。 
 この宣言に基づき、現在、産地拡大を阻むボ

トルネックの解消、生産指導、販売強化に向け

た農協改革などを一体的に推進しています。 
 園芸では、マーケットニーズが高く県域で加

速度的な産地拡大が見込めるとされた短期集中

県域支援品目を選定し、共同出荷利用施設の整

備や農地集積、販路開拓アドバイザー設置など

を実施しています。生産者、農業団体と目標を

共有して産地拡大が順調に進行しています。 

 畜産では、全国トップレベルの肉用牛産地づ

くりや耕畜連携の促進に向けて、ＪＡおおいた

によるキャトルステーションの整備、建設地が

決定しました。また、県域での耕畜連携の体制

整備を進めています。 

 担い手の育成については、産地自らが必要と

する担い手像を明確にし、受入体制の整備と育

成に責任を持って取り組む仕組みの構築を進め

ており、本年７月には１６市町５１ビジョンを

掲載した産地担い手ビジョンを公表しました。 

 農協改革としては、農協において営農指導に

集中する専任指導員１５５名を配置し、あわせ

て地域に密着した拠点として、１０月から新た

に６か所の営農経済センターを設置しました。
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また、農協の営農指導体制の強化に向け、篤農

家を活用した栽培講習など、生産部会の技術向

上の取組に対して支援を行っています。 

 これらを進める組織体制としては、組織の長

が集合し、方針決定や進捗管理をする戦略会議

の本会議、役割分担や進め方の整理合意を図る

作業部会であるワーキンググループ、実務担当

者で具体の方策を定めるプロジェクトチームと

いう体制が定着して機能しています。これらに

より、危機を脱する行動が着々と図られている

手応えを感じています。 

竹中水田畑地化・集落営農課長 水田活用交付

金の見直しについてです。 
 県では、水田活用交付金の交付対象水田の見

直し方針について、各市町の地域農業再生協議

会を通じて現場の課題を集約し、７月に国へ報

告しました。 
 これを受け、国は９月末に現場の課題や影響

についての最終取りまとめを公表するとともに、

課題解決の取組として、令和５年度予算要求に

おいて新たな支援等の検討が行われています。 
 県としては、１１月から１２月初旬には示さ

れる交付対象水田のルールの具体案に向け、全

国知事会等を通じて、現場の課題に対応した施

策となるよう国へ要望していきます。 
倉原団体指導・金融課長 農業共済事業費に対

する御質問について説明します。 

 農業共済は、自然災害や病害虫、鳥獣害等に

よる収穫量の減少及び損失を、国と加入者が原

資を拠出する保険の仕組みで補い、農業者の経

営安定を図る制度で、その対象は水稲や麦、果

樹等の作物、ハウスなどの園芸施設、牛、豚な

どの家畜となっています。 
 県としては、農業共済事業の運営主体である

大分県農業共済組合に対し毎年検査を行い、損

害評価の手続を含め、経営管理、法令等遵守、

業務管理、会計等の全般の運営状況について、

適正な手続にのっとって実施されているか確認

を行います。 
 なお、損害評価への不服等については、加入

者から共済組合に評価結果への問合せがあった

場合に、共済組合から制度や評価の仕組み等に

ついて説明を行うなどの対応を行っています。 
 台風第１４号による農林水産被害は９月２９

日時点で１２億６，５００万円に上り、現在、

農業共済組合では被害状況の確認作業の途中で

すが、最も被害が多い水稲においては、農業共

済の補償対象となる県下の被害面積は４５２ヘ

クタールと、共済加入全面積の４．２％で倒伏

等による被害の発生を確認しています。 
 農業共済の加入状況については、令和３年度

実績で、水稲では収入保険とも合計した加入面

積は１万５，３００ヘクタールで、加入件数は

１万５，５００経営体となっています。農業共

済の加入有資格面積の８割をカバーしている状

況です。 
 今後、共済組合では、加入者の被害状況や収

穫量の減少状況を確認しながら被害額を確定し、

被害を受けた加入者への共済金の支払を行うこ

ととしています。 
吉止地域農業振興課長 私から有機農業に関す

る質問についてお答えします。 

 県では、令和２年４月に公表された国の有機

農業の推進に関する基本的な方針に基づき、令

和４年３月に有機農業を推進する施策の展開方

法を示す第３次大分県有機農業推進計画を策定

しました。 
 本計画の中で、有機ＪＡＳ認証圃場面積を目

標指標に掲げ、令和２年度の３００ヘクタール

から令和８年度までに４２０ヘクタールに拡大

することを目指しています。 
 国の基本方針では、有機農業の取組面積を２

０３０年までに６万３千ヘクタールへ拡大する

ことを目標としており、これはみどりの食料シ

ステム法に基づいて策定された環境負荷低減事

業活動の促進及びその基盤の確立に関する基本

的な方針の第１段階である中間目標と合致して

います。 
 なお、県の令和８年度の目標面積４２０ヘク

タールについても、国の基本方針における目標

面積と同水準に設定しています。 
藤原新規就業・経営体支援課長 農業次世代人

材投資事業についてお答えします。 

 独立、自営就農者に対して、市町村が交付主
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体となって、農業次世代人材投資事業の開始型

を給付しています。 
 国の定めた申請書類では、農業経営開始にあ

たっての経営計画や農地、資本装備の準備状況

を添付することとなっています。これらは給付

金の受給にかかわらず、営農開始には必要な準

備であると考えています。このため、県では振

興局の職員が市町村と連携して助言、指導を行

いながら進捗状況を確認し、営農開始まで支援

を行います。また、国の経営開始資金は、親元

就農者には親とは別品目の経営を加えるなど、

給付要件が厳しい部分もあります。このため、

県では独自に親元就農者に対する給付事業を創

設するなど、新規就農者の早期経営安定に向け

た支援の充実を図ります。 
 これらの給付金以外にも、ファーマーズスク

ールや施設整備の上乗せ支援など、幅広く施策

を構築しており、それらを効果的に活用し、早

期に安定した経営ができるよう、引き続き担当

職員による綿密な支援を行います。 
堤委員 農業共済については、実際に水稲が倒

伏しても、本人の希望する状況になかなかなら

ないという声も結構聞かれますね。ですから、

今後、具体的にそういう方が共済組合に行くの

か、県に行くのか、市町に行くのか、ちょっと

分かりませんが、被害を受けているのは農家だ

から、そういう方に寄り添った対策をぜひ取っ

ていただきたいと思っています。これは要望で

す。 

 それと、農業次世代人材投資事業については、

伴走型が大事なんですね。様々な書類が必要で

あることは当然だと思いますが、それがなかな

か分からない。初めて農業する人もいるわけだ

から、そういう点では伴走型で、作り方や書き

方も含めて、こうすればこの部分が活用できる

よと。これはできんよではなく、こうすればで

きるよという伴走型の指導を振興局にもお願い

したい。冷たいという声が聞こえてきたので、

その点はくれぐれもお願いしておきたい。これ

も要望です。 
衛藤委員 主要な施策の成果１６２ページ、第

１２回全国和牛能力共進会対策事業について伺

います。 

 先日閉幕したばかりで、これから総括等が行

われていくことになるかと思いますが、現時点

で今回の大会の結果をどのように振り返って、

次回の大会に向けていかしていきたいことがあ

れば教えていただけますか。 
本田畜産技術室長 今回の全国和牛能力共進会

について、大分県は全部門２１頭の出品でした。

その結果、種牛の部については、第２区若雌の

１に出品した竹田市の後藤克寿氏が優等賞首席、

いわゆる農林水産大臣賞を獲得するなど、本県

代表牛は前回宮城大会に続き、全区で優等賞を

獲得し、大分県推進協議会としては出品団体賞

を獲得しました。 

 今回、大臣賞を受賞した後藤克寿氏は３７歳

と若く、これから大分県を牽引するリーダーと

して非常に期待されます。 
 それから、肉牛の部については、第８区に出

品した本県代表牛では、おいしさの指標とされ

るオレイン酸を含む一価不飽和脂肪酸の含有率

が６４．７％と出品牛の中で最も高く、また第

７区では出品牛３頭の平均の含有率が６０．８ 
％であり、これは宮崎県と岩手県に続いて３番

目の成績でした。肉牛区全体でもこの含有率に

ついては、前回４９．３％から５６．７％まで

向上し、おいしさに係る取組の成果が出たので

はないかと思っています。 
 喫緊の課題としては、種牛の部については出

品技術のベテランから若手への継承、それから

次世代の人材育成ではないかと思っています。 
 肉牛の部については、これまでの取組により、

脂肪の質の改善については一定の成果が見られ

たのではないかと思っています。今後は枝肉の

歩留り等の改善についても課題解決に取り組ん

でいきたいと思っています。 
 現場で感じたことは、やはり好成績を収める

ためには、生産者自らが熱意と情熱を持って取

り組むことが非常に大事だと感じています。 
 今後は、大会を通じて明らかとなった課題の

解決に向け、公益社団法人全国和牛登録協会大

分県支部、それから大分県畜産協会など関係団

体と連携しながら、次回の北海道大会に向けた
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推進体制を整備していきます。 
馬場副委員長 事前通告していない委員で質疑は

ありませんか。 

阿部委員 通告していませんが、決算事業別説

明書の２４５ページ、漁港管理費ですね。放置

艇対策事業費で約５，３００万円という大変高

額な予算が執行されていますが、この放置艇対

策で、いくつぐらいの漁港で何艇あったのか、

またどれぐらいの期間放置されていたのか、そ

こら辺を教えてください。 

広津留漁港漁村整備課長 令和３年度の取組と

しては、全体で１８０隻の処分を予定していま

した。そのうち自主撤去や私どもが貼り紙をし

て所有者と思われる方が処分した数が相当数あ

り、実際に処分した数は１４４隻になっていま

す。 

 それと、令和３年度には、船舶の番号等が消

えてしまって所有者が分からないものを処分し

ました。その中で、私どもが処分した漁港の数

は、県が管理する１１漁港です。 
阿部委員 期間を言っていない。 

広津留漁港漁村整備課長 放置された期間でよ

ろしいでしょうか。（「はい」と言う者あり） 

 放置された期間は不明です。船舶番号が消え

ているので、恐らく１０年、２０年以上経過し

たものと思われます。 
阿部委員 １４４隻は大変数が多いですが、私

がなぜこれを聞いたかというと、土木事務所が

管理する杵築市で、所有者があり、しかも船外

機のエンジンが付いた船を間違えて撤去してい

るんですね。だから、そういう間違いがないよ

う、ステッカーを貼って告知をして撤去すると

言われましたが、どれぐらいの期間で、それを

何回やるのか、どういう過程で周知しているの

か、もう一度お伺いします。 

広津留漁港漁村整備課長 処分の方法ですが、

土木建築部と農林水産部で若干異なります。私

ども農林水産部では、まず所有者を調査して、

対象の船の処分に対する調書を作成します。そ

の後に簡易鑑定ということで、船舶の専門家、

廃棄物の専門家に入っていただき、この船につ

いて価値があるか確認した上で処分していま

す。 

 処分の手順ですが、まず警告の貼り紙をして

所有者がいるか１か月、その後に処分の予告を

１か月かけて実施した上で処分しています。 
阿部委員 分かりました。いずれにしても、海

の大きなごみですが、所有者がいるのに撤去し

ないよう、十分に注意をして間違いのないよう

に処分していただきたい。 

玉田委員 事前通告していませんが、一つだけ

お願いします。 

 主要な施策の成果の１７２ページのしいたけ

消費拡大対策事業についてです。 
 これは、しいたけの消費拡大を図るための事

業で、ちょっとうろ覚えですが、この１０年間

ぐらいで家庭での消費量は半減しており、そう

いう問題意識の中で、こういう事業もその延長

線上にあると私は認識しています。この事業の

成果指標を見る限り、うまみだけの生産量の記

述だけですが、乾しいたけの消費自体がどうな

っているのかの記述がないので、その辺が分か

れば教えていただきたいと思います。 
神鳥林産振興室長 うまみだけを含んだ乾しい

たけの現在の消費動向について回答します。 

 うまみだけは令和３年度に４０トン生産して

います。家庭内消費については１０年前と比べ

て半減しています。そういった中で、県内はも

ちろん、関東、関西、東海等の大都市圏でいろ

んなプロモーションを実施したり、販路の開拓

に取り組んでいます。 
玉田委員 実際、乾しいたけの消費が拡大され

ているかどうかですね。取組は分かりますが、

例えば、リーディングプロジェクトとしてうま

みだけをやることでほかのものにも波及して、

これだけ消費が広がっているという整理がある

とありがたいですが、通告なしですから、もし

後ほど分かれば教えていただきたいと思います。 

神鳥林産振興室長 指標として、うまみだけの

販売店、取扱店の増加があります。令和４年８

月末現在で２２２店舗までうまみだけの取扱店

舗が増えており、今後もこの販売店舗を増やし

ながら消費拡大に取り組んでいこうと思います。 
馬場副委員長 ほかに、事前通告していない委員
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で質疑はありませんか。 

  〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 

守永委員外議員 １点、直販所を拠点とした中

山間地域農業推進事業費についてお尋ねしま

す。事業別説明書では１９１ページ、主要な施

策の成果では１９３ページに記述されていま

す。この事業は、中山間地域における直売所の

魅力をＰＲし、集客力、販売額向上の取組を支

援する事業ですが、主な活動指標と達成率の表

では、直売所の目標額１４６億円、そして研修

会については新型コロナ禍の影響を受けて実施

できなかったのではないかと思われますが、支

援の対象としている直売所が何市町で何か所あ

るか具体的に教えていただきたいと思います。

できれば資料として示していただくと、日常的

に様子を見ることもできるので、資料をいただ

きたいと思います。 

 そして、２０２１年度についてはコロナ対策

で研修会等が開催できなかったわけですが、そ

の経過を踏まえて２０２２年度はどのように工

夫されているのか、教えていただきたい。 
 ２０２３年度以降に全国直売サミットを開催

するとありますが、現時点でどのようなことが

決まっているのか、公表できることがあれば教

えてください。 
吉止地域農業振興課長 まず、１点目の本事業

の支援対象については、出荷者が２名以上いる

こと、直営の直売所であること、県内に所在す

る直売所であることを要件としています。県内

には令和２年度時点で２２５か所の直売所があ

り、このうち支援対象となり得る直売所は姫島

村を除く１７市町１３６か所と認識していま

す。 

 次に、研修会の開催についてお答えします。

昨年度はコロナの影響で開催を断念しましたが、

今年度はコロナ感染者数が減少傾向となる時期

を見計らって、１０月１１日に開催しました。

研修会には約３０名が出席し、県外の先進的な

直売所から講師を招き、研修をしていただきま

した。 
 次に、全国直売サミットについてお答えしま

す。全国直売サミットは、一般財団法人都市農

山漁村交流活性化機構が主催し、開催自治体や

国、農業団体等が後援する形で開催されていま

す。直近２年間は新型コロナで開催が見送られ、

今年度３年ぶりに広島県尾道市で１１月１７日

から１８日に開催されます。主催者からは、今

のところ広島県の次の次の令和６年度に本県で

開催したいという打診を受けていますが、現時

点では未定です。 
守永委員外議員 直売所は、さきほど２名以上

の出荷者で直営していると説明がありました。

結局、無人であるか、有人であるかは特に基準

にはないと考えていいのかなと思います。それ

を踏まえて、直売所の目標額を１４６億円と集

計していることは、その直売所の販売状況をつ

ぶさに調査されたのだと思います。本来出荷し

ない物を直売所に出荷して売ることが、規格外

品というのもあるでしょうし、やはり都市部な

り街に近い直売所に出荷することによって消費

者が安心できる物を実際に見ながら買えるのも

あると思いますが、この事業でその辺の消費者

に向けてのＰＲには取り組まれるのでしょう

か。 

吉止地域農業振興課長 本事業において、ＰＲ

のための資材の作成、それから魅力ある店舗づ

くりのためのレイアウトの変更、こういったも

のを対象としています。 

守永委員外議員 ということは、それぞれの経

営者が消費者に向けてＰＲするときに、それぞ

れで工夫していくことだと思いますが、直売所

の方に様々なよい工夫を広めていくことも、ぜ

ひこの事業を通じてやっていただければ面白い

と思います。この事業を契機に、各地域で農家

が元気に農業を続けられる取組につなげてほし

いと思います。 

馬場副委員長 皆さんにお諮りしますが、さき

ほど守永議員から出された支援の対象としてい

る直売所に関する資料を請求したいと思います

が、よろしいですか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 
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馬場副委員長 では、そのようにしたいと思い

ます。 

ほかに、委員外議員で質疑はありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、本日の質疑等を踏ま

え、全体を通して委員から、ほかに何か質疑は

ありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 別にないので、これで質疑を終

わります。 

 それでは、これをもって農林水産部関係の審

査を終わります。執行部はお疲れ様でした。 
  これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。 
 

    〔農林水産部、委員外議員退室〕 
 

馬場副委員長 これより内部協議に入ります。 

 さきほどの農林水産部の審査における質疑等

を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめたいと

思いますが、特に指摘事項や来年度予算へ反映

させるべき意見、要望事項等があればお願いし

ます。 
堤委員 さきほどの農業共済の査定の問題で、

今度の台風第１４号もそうですが、いろんな声

を結構聞きます。県として現場の指導を強めて、

現場の被害者に寄り添った対策をぜひこれから

も強めていただきたいのが一つ。 

 もう一つの農業次世代人材投資事業は親元就

農とか新規就農で、きちっとやる気があって農

業をやろうという気持ちを持った人に対する事

業ですから、制度で書類が決まっているからで

はなく、そういう方の気持ちに寄り添った伴走

型の政策をやっていく。そのための簡素化を含

めて検討していただきたいと思います。 
馬場副委員長 ほかにありませんか。 

〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 ただいま委員からいただいた御

意見、御要望及び本日の審査における質疑を踏

まえ、審査報告書案として取りまとめたいと思

います。詳細については、委員長に御一任いた

だきたいと思いますが、よろしいでしょうか。 

〔「異議なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長 それでは、そのようにします。 

 以上で、農林水産部関係の審査報告書の検討

を終わります。 
 ここで、執行部が入室するので、しばらくお

待ちください。 
 

  〔労働委員会事務局、委員外議員入室〕 
 
馬場副委員長 これより、労働委員会事務局関

係の審査に入りますが、説明は要点を簡潔明瞭

にお願いします。 
 それでは、労働委員会事務局長の説明を求め

ます。 
田邉労働委員会事務局長 労働委員会事務局の

令和３年度決算について御説明します。 
 資料番号１０の令和３年度一般会計及び特別

会計決算事業別説明書、タブレットでは３１４

ページ、紙資料では３０１ページをお開きくだ

さい。 
 関係する科目は第５款労働費第４項労働委員

会費です。 
 令和３年度決算は、予算現額８，６５６万円

に対し、支出済額は８，４２９万１９５円で、

不用額は２２６万９，８０５円です。 
 次に同じ資料、タブレットの３１６ページ、

紙資料の３０３ページをお開きください。 
 労働委員会費の内訳として、まず、上から３

行目の第１目委員会費は予算額１，１７５万８

千円に対し、決算額は１，０５２万７，１２８

円です。 
 表の左から二つ目、事業別決算額欄のうち１，

００１万６，７００円は委員報酬で、定例総会

等に出席した際に委員に支給したものです。 
その下の５１万４２８円は委員会運営費で、

総会等への参加旅費や労働争議の調整等、委員

の活動に要した経費です。 
表の一番右、事業説明欄の上から７行目以降

に、令和３年度中に扱った事件件数を記載して

います。 
このうち下から５行目、３項目の労働争議調

整は、労働組合と使用者との間の紛争について、
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労働委員会が公正、中立な立場で調整等を行い、

解決を図るものです。 
 令和３年度は３件で、２件が解決、他の１件

が次年度繰越しとなりましたが、この繰越分に

ついても本年５月に解決となりました。 
 次のページ、タブレットの３１７ページ、紙

資料では３０４ページをお開きください。 
 第２目事務局費ですが、予算額７，４８０万 
２千円に対し、決算額は７，３７６万３，０６

７円です。 
 事業別決算額欄上段の６，６１０万１，８２

８円は、事務局職員８人分の給与費です。 
 その下の７６６万１，２３９円は事務局運営

費で、各種会議、審査・調整等に要した経費や

非常勤職員の人件費などです。 
続いて、不用額について御説明します。 

 資料番号９の決算附属調書、タブレットでは

２６ページ、紙冊子では２０ページをお開きく

ださい。 
 枠内の上から１１行目の労働委員会費です。 
まず、委員会費の不用額１２３万８７２円は、

委員やあっせん員の報酬等が見込みを下回った

ことによるものです。 
 次に、事務局費の不用額１０３万８，９３３

円は、事務局職員の県外旅費等が見込みを下回

ったことによるものです。 
馬場副委員長 以上で説明は終わりました。 
 これより質疑に入ります。 
 執行部の皆さんに申し上げます。答弁は挙手

し、私から指名を受けた後、自席で起立の上、

マイクを使用し簡潔明瞭に答弁願います。 
 事前通告が１名の委員から出されているので、

まず事前通告のあった委員の質疑から始めます。 
堤委員 二つ質問します。 
 使用者及び労働委員の選出基準はあるのでし

ょうか。要綱はあるのか。 
 労働委員会会報を見ると、組合員数の減少及

び組織率が昭和４５年の３２．８％から令和３

年では１５．２％と半減しているんですね。労

働委員会として、その要因等の考えがあれば教

えてください。 
笹原調整審査課長 使用者及び労働委員の選出

基準についてですが、使用者委員及び労働者委

員の任命については、労働組合法第１９条の１

２第３項に使用者委員は使用者団体の推薦、労

働者委員は労働組合の推薦に基づき知事が任命

することと規定されています。 
 任命に係る具体的な業務は商工観光労働部雇

用労働政策課が所管しています。 
 次に、組合員数及び組織率の減少についてで

すが、会報の資料は雇用労働政策課が取りまと

めた労働組合基礎調査から引用したものです。 
 当該調査によると、委員御指摘のとおり組合

員数、組織率ともに減少しており、平成２９年

から令和３年の直近の５年間を見ても、雇用労

働者数は４８万９千人強から５０万２千人弱と、

約２．６％増加した一方で、組合員数は約１．

５％減少、組合数は約８．６％減少しています。 
 組合数の減少には様々な要因があると思いま

すが、事業所の閉鎖や組合員の減少による解散、

支部の統合による再編などを理由に組合は解散

しています。また、組織率の減少についても要

因は様々だと思いますが、県内の主要な労働組

合からは高齢となった組合員が退職する一方で、

新卒者の採用数は伸びずに組合員は減少してい

ることや、若年層の労働組合離れが深刻である

などの話を聞いています。 
馬場副委員長 ほかに、事前通告していない委

員で質疑はありませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長 事前通告が１名の委員外議員か

ら出されているので、事前通告のあった委員外

議員の質疑を行います。 
守永委員外議員 １点ですが、労働争議調整、

個別労働関係紛争あっせんについてお尋ねしま

す。 
 事業別説明書３０３ページに令和３年度は労

働争議３件、個別労働関係紛争あっせん２件を

扱っていますが、コロナ禍の影響による問題は、

取扱い事例の中で発生しているのかどうか教え

てください。また、相談を様々な形で受けるこ

とがあると思いますが、そのような事例があれ

ば御紹介いただきたいと思います。 

笹原調整審査課長 労働争議、個別労働関係紛
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争あっせんについてですが、コロナ禍の影響に

よると思われるものは、個別労働関係紛争あっ

せんの１件があります。 
 内容は、申請者であるパート勤務の労働者が

コロナ禍を理由に勤務日数が減らされ、雇用条

件が無期雇用から有期雇用に不利益変更された

後、雇用期間満了で解雇されたと主張した事例

です。なお、本件は被申請者のあっせん不参加

により、打切りで終了しています。 
 次に、相談等についてですが、令和３年の労

働相談件数は３１２件で、そのうちコロナ関連

と思われるものは１７件でした。また、令和４

年９月末までの相談件数は２４４件で、そのう

ちコロナ関連と思われるものは１７件となって

います。個別の相談内容について詳しくは差し

控えますが、その内容は経営悪化を理由とする

労働条件の不利益変更、休業手当の未払いなど

であり、新型コロナウイルス感染症対策として、

店舗での業務縮小に伴う配置転換といった事例

がありました。 
守永委員外議員 ありがとうございます。コロ

ナが影響する件数は増えているのかなと思いま

したが、全対数と比べたら案外少ないのかなと

思いました。実際問題、泣き寝入りというか、

相談する場所が分からずに困っている方もいる

のではないかと思われます。この１７件、それ

ぞれの方については、どういう方向で相談対応

ができたのか教えてください。 
笹原調整審査課長 雇用調整助成金であれば大

分労働局というように、相談の内容によってい

ろんなところにつなぎます。最終的にあっせん

まで結び付く件数は少ないですが、内容によっ

て関係機関を紹介したり、適切に対応していま

す。 

馬場副委員長 ほかに、委員外議員で質疑はあ

りませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長 それでは、本日の質疑等を踏ま

え、全体を通して委員から、ほかに何か質疑は

ありませんか。 
〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長  別にないので、これで質疑を終

了します。 
 これをもって労働委員会事務局関係の審査を

終わります。執行部はお疲れ様でした。 
  これより内部協議に入るので、委員の方はお

残りください。 
 

〔労働委員会事務局、委員外議員退室〕 
 
馬場副委員長  これより内部協議に入ります。 
 さきほどの労働委員会事務局の審査における

質疑等を踏まえ、決算審査報告書を取りまとめ

たいと思いますが、特に指摘事項や来年度予算

へ反映させるべき意見、要望事項等があればお

願いします。 
〔「なし」と言う者あり〕 

馬場副委員長 特にないので、審査報告書案の

取りまとめについては、本日の審査における質

疑を踏まえ、委員長に御一任いただきたいと思

いますが、よろしいでしょうか。 
  〔「異議なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、そのようにします。 
 以上で、労働委員会事務局関係の審査報告書

の検討を終わります。 
 以上で本日の審査日程は終わりましたが、こ

の際ほかに何かありませんか。 
  〔「なし」と言う者あり〕 
馬場副委員長 それでは、次回の委員会は１３

日、木曜日の午前１０時から開きます。 
 以上をもって、本日の委員会を終わります。 
 お疲れ様でした。 
 


